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　平素より、本学教育活動に対して、多大なるご理解とご協力を賜りますこと、心より感

謝申し上げます。

　本学では、平成25年度に文部科学省より国立大学改革強化推進補助金「社会と協働する

教育研究のインタラクティブ化加速化パッケージ」が採択され、グローバル化が加速する

社会で活躍し続ける技術者（グローバル・エンジニア）に必要な資質・能力をグローバ

ル・コンピテンシー（GCE:	Global	Competency	for	Engineer）として定義づけ、それら

を涵養するための教育制度や教育プログラム、学習環境の整備をGCE教育改革として取

り組んでまいりました。

　今号では、そのGCE教育改革の取り組みとして進めている意欲的な学内プロジェクト

の中から、経済的な成長著しい深センへの派遣プログラムやアメリカで開催される競技会

に参加する海外派遣プログラムのほか、大学院博士前期課程の学生を対象にした英語のみ

で修了できるコースの開講やアクティブ・ラーニングに関する取り組みについて紹介させ

ていただきます。

　また、昨年度に引き続き、調査報告として、英語の多読学習に関して、寄稿いただきま

した。そして最後には、GCE教育の促進のためにこれまで発行して来た広報物をアーカ

イブし、資料編としてまとめました。

　今後も、教育改革を推進し、建学の理念である技術に堪能なる士君子の養成に尽力する

所存でありますので、引き続き本学の教育活動へのご理解ならびにご協力をお願いします

とともに、ご忌憚のないご意見、ご要望をお寄せいただきますようお願い申し上げます。

第15号の編集にあたって
理事・副学長（教育・財務担当）　延　山　英　沢
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1．グローバル・コンピテンシー教育の事例報告
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（１）中国深センへの学生派遣プログラムの取り組み

工学研究院　電気電子工学研究系　助教　楊　　　世　淵
工学研究院　電気電子工学研究系　教授　中　藤　良　久

IoTシステム基盤研究センター　客員教授（（株）野村総合研究所）　近　野　　　泰

1．はじめに
　本学の国際戦略は、「世界における九州工業大学」と定めており、国際化のさらなる推
進に日々取組んできている。基本理念である「わが国の産業発展のため、品格と創造性を
有する人材を育成する」ことを常に念頭に置き、様々な分野における高度なエンジニアを
生み出し、世界をリードする高度技術者、すなわち“Global Engineer”を養成し、多く
の有能な外国人留学生や研究者を獲得することにより、教育・研究の高度化を図るととも
に、本学の「知の競争力」を向上させ、国際的な教育、研究の成果を世界に発信すること
により、様々な分野で国際的プレゼンスの確立と向上を目指している。
　この目的を達成するため、本学では短期間で海外の大学や企業で研修を行う「学生海外
派遣プログラム」を用意している。本稿は、「中国深センへの学生派遣プログラムの取り
組み」について紹介する。

2．最近の中国の状況と深セン市の位置づけ
（1）中国の状況について
　「世界の工場」と言われる中国において、中国製造業の規模拡大と技術レベルの向上は
想像を超える速度で進行している。すでに国内総生産が世界二位となって、ものづくり大
国になる様相を見せている。工業製品においては量的に世界一の生産量を誇るものが非常
に多くなっている。もはや中国の製造業は持続的発展を遂げ、国内の経済や社会の発展の
みならず、世界経済の発展にも大いに貢献している。
　しかしながら、中国は量の面では製造大国になったものの、質の面では依然として先進
国と比べて大きな格差が存在する。急速に経済成長をしたことで、エネルギー消費量が急
増し、世界最大のエネルギー消費国となった。その結果、生産コストが高く、環境汚染問
題も日増しに深刻になっている。
　これらの問題の改善を図ろうとする方針として「中国製造2025」が掲げられた。2015年
から着手され、すでに次世代情報技術産業や航空・宇宙産業等の分野で大きな成果を上げ
ている。

（2）「中国製造2025」について
　中国はこれまで、労働集約的で単純なモノづくりを中心に発展してきた。経済成長の飛
躍的な発展の後、新常態（ニューノーマルと称する着実な成長路線）を受け容れ、付加価
値の高い産業への転換をめざす大きな方針転換が打ち出された。それは「製造大国」から

「製造強国」への転換を目的として、中国政府が2015年に発表した、中国における今後10
年間の製造業発展計画である。中国製造業の今後の発展計画を３段階で表し、その第１段
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階として「2025年までに世界の製造強国入り」を果たすことを「中国製造2025」としてい
る。第２段階は、2035年までに中国の製造業レベルを「世界の製造強国陣営の中位に位置
させる」、第３段階は、2045年には「製造強国のトップになる」というものである。
　これらの３段階では、「イノベーション駆動」「品質優先」「環境保全型発展」「構造の最
適化」「人材本位」という「５つの基本方針」に則った実践を定めている。
　また、「中国製造 2025」は、次世代情報技術やハイエンド設備、新材料、バイオ医薬な
ど戦略的に重要な分野に焦点を定めて、戦略的新興産業と位置付けられる優位な産業発展
を重点的に促進することを明確に宣言している。

（3）深セン市の位置づけ
　深セン市には政府主導で新興事業発展のためのインフラが集中的に整えられた結果、ス
タートアップ企業や製造工場が数多く存在し、「中国のシリコンバレー」とも呼ばれてい
る。元来は人口３万人の漁村に過ぎなかった地域が、改革開放経済の過程で外部より労
働人口が流入し、現在は人口1,400万人にも上る典型的な移民都市へと成長したのである。
香港に接することから、経済特区に指定され、北京市、上海市、広州市と共に、中国本土
の４大都市に数えられている。経済特区という地の利を活かした中国の多くのハイテク企
業の本社所在地を擁している。1980年に経済特区に指定されて以来、莫大な外国投資を誘
致し、工場を主体とした製造業が発達してきたが、近年では工場再編と同時に研究開発拠
点としての誘致政策の見直しに伴い、情報通信産業やサービス業も急速に発展している。
　経済発展の需要に応え、2001年には深セン市大学城に中国トップ大学の清華大学が大学
院のみの清華大学深セン研究生院を設立し、その後、国内各地のトップ大学から次々と研
究生院が設立され、現在は一大学園都市へと発展し、研究開発の研究院やイノベーション
センターなど技術・事業の開発拠点へと変貌を遂げている。
　また、深センソフトウエア産業基地という地域にある18棟の高層ビルを有する深セン湾
創業広場は、同市政府主導のもと、2015年６月に運営を開始した。この産業開発エリアに
は、スタートアップやメーカーをサポートする組織や企業が集積しており、約50ものイン
キュベータ／アクセラレータやメイカーズスペースが存在している。また、金融機関も25
社ほど進出しており、起業家をサポートするためのエコシステムが構築されている。深セ
ン湾創業広場は、中国の「IT50強企業」のすべてが入っており、まさに中国のIT産業技

深セン市の地図 市内中心部の高層ビル

の今後の発展計画を 3 段階で表し、その第 1 段階として「2025 年までに世界の製造強国入

り」することを「中国製造 2025」としている。第 2 段階は、2035 年までに中国の製造業

レベルを「世界の製造強国陣営の中位に位置させる」、第 3 段階は、2045 年には「製造強

国のトップになる」というものである。 
これらの 3 段階は、「イノベーション駆動」「品質優先」「環境保全型発展」「構造の最適

化」「人材本位」という「5 つの基本方針」に則って行う。 
また、「中国製造 2025」は、次世代情報技術やハイエンド設備、新材料、バイオ医薬な

ど戦略的に重要な分野に焦点を定めて、戦略的新興産業と位置付けられる優位な産業の発

展を促進する。 
 
 （３）深セン市の位置づけ 
 深セン市には政府主導で新興事業発展のためのインフラが整えられていることから、ス

タートアップ企業や製造工場が数多く存在し、「中国のシリコンバレー」とも呼ばれている。

元来は人口３万人の漁村に過ぎなかったものが、改革開放経済の過程で外部より労働人口

が流入し、現在は人口１４００万人になった典型的な移民都市である。香港に接すること

から、経済特区に指定され、北京市、上海市、広州市と共に、中国本土の４大都市となっ

ている。経済特区という地の利を活かした中国の多くのハイテク企業の本社所在地として

の役割にある。１９８０年に経済特区に指定されて以来、莫大な外国投資を誘致し、製造

業が発達しているが、近年は情報通信産業やサービス業も急速に発展している。 
 経済発展の需要に応え、２００１年に深セン市大学城に中国トップ大学の清華大学が大

学院のみの清華大学深セン研究生院を設立し、その後、国内各地のトップ大学から次々と

研究生院が設立され、現在は学園都市となり、研究開発の研究院やイノベーションセンタ

ーなど技術開発の拠点をとなっている。 
 また、深センソフトウエア産業基地という地域に 18 棟の高層ビルを有する深セン湾創業

広場は、中国の「IT50 強企業」すべてが入って、まさに中国の IT 技術の核心である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

深セン市の地図             市内中心部の高層ビル 
 

深セン市 
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術の集積地となっている。

（4）深センが注目を集める背景と事業創造モデルの変遷
　深センはシリコンバレーの中国モデル、あるいはシリコンバレーの一部と呼ばれること
もあり、そのゆえんはスマートフォン／携帯電話のバリューチェインに大きく携わってい
ることにある。通信機器の仕様設計やサービス開発を米国西海岸が担い、ハードウエアを
中心とした部品供給や組立製造を深センが担っている。このため年間20億台もの生産量を
誇る、おそらく人工物の中でも史上最大規模となるスマートフォン・通信端末ハードウエ
アの実現に必須のモノの流れ、すなわちバリューチェインが必ず深セン地区を通過するの
である。この物量を背景として深セン市は急速にイノベーション都市へと成長したとも言
える。
　ドローンの世界大手となったDJI社は、正にスマートフォンのアーキテクチャを飛翔体
に応用したことで余りに有名である。すなわち、通信・記憶・情報処理・カメラモジュー
ル・GPS・ジャイロセンサ等の通信端末の基本構成に加えて、飛行制御回路を含めた80個
弱の半導体を搭載した製品がドローンなのである。深センにおいてドローンが迅速に開発
され、大量に生産される理由も“スマホ”応用製品のバリューチェインという地の利を活
用した成果と言えよう。
　ちなみに深セン市からの特許出願件数は、中国全土で出願される件数の実に半数（2017
年は46％）を占め、深センが如何に中国の技術革新センターであるかを理解できよう。
　深センが注目される理由のもう一つがイノベーションモデルの潮流と密接に関連してい
る。イノベーションモデルには過去から諸説あるが、大きくは下記の３つの類型が存在す
ると言える。
　①リニア型：旧来からの技術革新モデル。日本の産業界の技術革新の歴史を振返ると一
つの技術が完成した体系を構築するのに実に40年を掛けている。
　②クライン型：フィードバックモデルとも呼ばれ、潜在的な顧客価値の発見、ソリュー
ション提案に有効なモデルであり、1990年代後半から欧米で流行った。
　③社会実装型：イノベーションの実現には単一技術の完成のみならず、周辺技術やIT・
金融・サービス等の“エコシステム”の構築が重要であり、社会インフラなどのイノベー
ション開発で中国は地方政府が協力に支援する潮流が強まっている。

　中国では上記③の社会実装型を主体に、巨額投資を可能とする世界標準モデルの迅速な
実現を試みる例が多い。その特徴は時間を要する技術開発そのものには重点を置かず、世
界中の要素技術をかき集め、周辺技術・資本・サービスの融合体の実現のために、エコシ
ステム形成の巧みさが重視されている点にある。DJI社の例を上げるまでもなく、深セン
は正に多くの有効なエコシステムを擁する、世界的にも新たなイノベーションを生み出す
可能性が豊富に存在する特別なエリアであると言える。大学の先進的な教育研究機能の強
化という観点から、単一技術だけを磨き上げていく技術革新のみならず、社会実装型イノ
ベーションの創出を効率的・効果的に生み出すメカニズムにも着眼すべき時期ではなかろ
うか。
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3．深セン市近郊の大学や企業への事前訪問
（1）清華大学深セン研究生院への訪問
　清華大学深セン研究生院エネルギー及び環境学部に在籍する徐政准教授に大学訪問の要
請を打診したところ、快く引き受けて頂き、訪問スケジュール等の計画から綿密にご支援
頂いた。徐先生は九州工業大学工学研究科博士後期課程修了の本学OBであり、深セン研
究生院の設立当初からの在籍メンバーであり、太陽光発電や電力制御の研究開発を精力的
に取組んで来られている。学内に設置された太陽光発電研究の実験設備は無数に存在し、
これらすべてが徐先生の設置したものである。これらの説明、及び広大な学内見学を丁寧
に案内してくださった。
　徐先生の紹介で、物流及び交通学部の戚銘尧准教授の無人搬送車の研究開発、学内ベン
チャーの無人搬送車の製造施設を見学した。無人搬送車は、床に敷設した磁気テープを利
用する方式が一般的であるが、戚先生の研究室では、QRコードをマーカーとして利用し
た方式を開発し、より安価かつ容易に設置できることが特徴となっている。現在、無人搬
送車の研究については本学と戚先生との共同研究につながり、相互交流にも発展している。
　左下の写真は、清華大学深セン研究生院キャンパスの全体像であり、敷地面積が20万平
方米余り、建物建築面積が18万平方米余りを有している。緑に囲まれて、自然豊かな現代
的な大学である。右下は、エネルギー及び環境学部棟玄関ホールでの記念写真である（左
から近野先生、徐先生、楊、中藤先生）。

３．深セン市近郊の大学や企業への事前訪問 
 

（１）清華大学深セン研究生院への訪問 
 清華大学深セン研究生院エネルギー及び環境学部に在籍する徐政准教授に大学訪問の要

請を打診したところ、快く引き受けてくれて、訪問のスケジュール等計画してくれた。徐

先生は九州工業大学工学研究科博士後期課程修了の本学 OB で、深セン研究生院設立時か

ら在籍しており、太陽光発電や電力制御の研究開発を行っている。学内に設置した太陽光

発電研究の実験設備の説明、学内見学を案内してくれた。 
また、徐先生の紹介で、物流及び交通学部の戚銘尧准教授の無人搬送車の研究開発、学

内ベンチャーの無人搬送車の製造施設を見学した。現在、無人搬送車の研究について、戚

先生との共同研究につながった。 
 左下の写真は、清華大学深セン研究生院キャンパスの全体写真で、敷地面積が２０万平

方米余り、建物建築面積が１８万平方米余りを有している。緑に囲まれて、自然豊かな現

代的な大学である。右下は、エネルギー及び環境学部棟玄関ホールでの記念写真である（左

から近野先生、徐先生、楊、中藤先生）。 
 
 

    

清華大学深セン研究生院キャンパス           記念写真 
 
（２）近隣企業への訪問 
１）華南知能ロボット創新研究院 
 広東省佛山市に位置する華南知能ロボット創新研究院は、知能ロボット、知能設備、知

能製造における科学技術の創出、産業における需要のために、新しい技術の開発、インキ

ュウベーションなどを行う新しい研究開発機構である。Industry4.0 及びビッグデータ知能

製造実験室を有し、製品の注文・製造・配送を ICT や IoT を活用したシステムを開発して

いる。また、技術者のトレーニングセンターも有している。 

清華大学深セン研究生院キャンパス 記念写真

NRI近野「日本のDX、機会と課題」産業応用学会・基調講演2018より
イノベーションの主要ステップ イノベーションモデルの変遷

実現を試みる例が多い。その特徴は時間を要する技術開発そのものには重点を置かず、世

界中の要素技術をかき集め、周辺技術・資本・サービスの融合体の実現のために、エコシ

ステム形成の巧みさが重視されている点にある。DJI 社の例を上げるまでもなく、深センは

正に多くの有効なエコシステムを擁する、世界的にも新たなイノベーションを生み出す可

能性が豊富に存在する特別なエリアであると言える。大学の先進的な教育研究機能の強化

という観点から、単一技術だけを磨き上げていく技術革新のみならず、社会実装型イノベ

ーションの創出を効率的・効果的に生み出すメカニズムにも着眼すべき時期ではなかろう

か。 
 

  
 

イノベーションの主要ステップ  イノベーションモデルの変遷 
NRI 近野「日本の DX、機会と課題」産業応用学会・基調講演 2018 より 

 
 
３．深セン市近郊の大学や企業への事前訪問 

 
（１）清華大学深セン研究生院への訪問 
 清華大学深セン研究生院エネルギー及び環境学部に在籍する徐政准教授に大学訪問の要

請を打診したところ、快く引き受けて頂き、訪問スケジュール等の計画から綿密にご支援

頂いた。徐先生は九州工業大学工学研究科博士後期課程修了の本学 OB であり、深セン研

究生院の設立当初からの在籍メンバーであり、太陽光発電や電力制御の研究開発を精力的

に取組んで来られている。学内に設置された太陽光発電研究の実験設備は無数に存在し、

これらすべてが徐先生の設置したものである。これらの説明、及び広大な学内見学を丁寧

に案内してくださった。 
徐先生の紹介で、物流及び交通学部の戚銘尧准教授の無人搬送車の研究開発、学内ベン

チャーの無人搬送車の製造施設を見学した。無人搬送車は、床に敷設した磁気テープを利

用する方式が一般的であるが、戚先生の研究室では、ＱＲコードをマーカーとして利用し

た方式を開発し、より安価かつ容易に設置できることが特徴となっている。現在、無人搬

送車の研究については本学と戚先生との共同研究につながり、相互交流にも発展している。 
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（2）近隣企業への訪問
 1）華南知能ロボット創新研究院（SCRI）、劉常務副理事長兼学会法人代表
　深センからクルマで１時間程度を走ると東芫を抜けて広東省に入る。深セン周辺に広が
る珠江デルタである。中国内では華南地区が歴史的に工作機械やロボットなど設備産業の
中心地と言われ、ドイツをはじめとする欧州企業との関係構築が着実になされてきた地域
である。その中で、広東省佛山市に位置する華南知能ロボット創新研究院は、知能ロボッ
ト、知能設備、知能製造における科学技術の創出、産業における需要喚起のために、新
しい技術開発や、事業開発のインキュベーション機能を担う新しい研究開発機構である。
Industry4.0及びビッグデータ知能製造実験室を有し、製品の注文・製造・配送をICTや
IoTを活用できるシステム開発を行っている。また、技術者のトレーニングセンターも有
している。
　当研究院は、1978年に広東省の自動化学会を立上げことに端を発し、現在3,600名の直
接会員に加え、1,500名の研究者が所属する５千名規模の組織となっており、自動化関連
学会の上位組織という位置付けでもある。中国内外との交流が盛んに行われており、自動
化機械の展示会は年２回、深セン市（ドイツPhoenixと共同開催）と広州市（ドイツフラ
ンクフルトと共同開催）が中南地域をカバーする全国大会を開催している。
　この研究院に属する広東省機械工程学会は、今回の面談を受け入れた中心人物である劉
氏が理事長を務めている。この学会一つにも４つの組織（自動化・機械・電機等）の下に
27の分科会、13のトレーニングセンター、総勢8,000名もの会員を要する組織となっている。
　華南地区、なかでも広東省は自動化技術で中国全国をリードする成果を上げていること
が強く認知されており、当研究院は中国政府から全国で初めて認定された製造関連の専門
家育成の場となっているそうで、中国製造2025の原動力の一つとなっているものと思われ
る。日本では三菱、オムロン、安川電機、等の企業交流が盛んだとのことだが、日本の大
学との交流はまだ経験が浅いそうで、今回は九州工業大学とも初めての交流となった。

 

   
         交流風景               記念撮影 
 
２）ROMTEK（深セン天地鼎視精密装備公司） 
 本社が北京にある北京中天荣泰科技发展有限公司の深センにおける子会社で、半導体検

査などを行う精密測定システムを製造する会社で、北京にある数多くの大学との共同研究

開発の成果を製品化するベンチャー系企業である。 
 
３）深セン天源新能源株式会社 
 大学発ベンチャー企業で、清華大学深セン研究生院の徐先生が設立した太陽光発電シス

テムを製造する会社である。中国の砂漠地帯での緑化を目的とする太陽光発電による地下

水汲み上げ設備の製造販売を行っている。 
 
 ４．深センへの学生派遣プログラムの概要 
 （１）清華大学深セン研究生院への訪問 
 （１－１）清華大学深セン研究生院の概要 
 清華大学深セン研究生院は清華大学と深セン市の共同で、深セン市南山区西麗大学城に

２００１年４月に設立された。清華大学に直属し、ハイレベルの人材の育成と科学イノベ

ーション創出の新しい基地で、清華大学の教育改革拠点及び世界一流大学を目指す重要な

部分である。 
 清華大学深セン研究生院は大学院のみの教育研究機関で、２０１７年末時点では修士課

程２６８３名、博士課程３４４名が在籍している。専任教員が１４８名、また、中国科学

院や中国工程院の院士１１名が兼任している。現在の重点発展領域は、生命及び健康、エ

ネルギー及び环境、情報科学及び技術、物流及び交通、先進製造、海洋科学及び技術、社

会科学と管理及び医療管理研究である。 
 全国の大学から優秀な学部卒業生が集まり、学問の研究と応用技術の開発に重点を分け、

修士課程が学術型修士と応用型修士に分類されている。学術型修士課程は、新エネルギー

学際学科、化学生物学（製薬）、公共管理学（医療管理）、情報通信技術、BIO3 生命技術の

交流風景 記念撮影

 2）ROMTEK（深セン天地鼎視精密装備公司）、郭景晶総裁
　本社が北京にある北京中天荣泰科技发展有限公司の深センにおける子会社で、半導体検
査などを行う精密測定システムを製造する会社で、北京にある数多くの大学との共同研究
開発の成果を製品化するベンチャー系企業である。
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　カメラ画像を使っての3Dでのμm精度までの測定レベルを達成しており、静平衡といっ
て複雑形状の静止状態での重心位置を測れる世界でも有数の技術を有しているそうだ。工
業製品の組立て後の重心のズレを高精度に検査して偏心測定を行うなど特徴を出してい
る。スマートフォンの筐体外観検査で、画像処理技術を駆使した多点・高速処理できるシ
ステム開発を世界的な端末メーカと共同で取組んでいた。

 3）Solar Tech（深セン天源新能源株式会社）、施社長、徐政CTO
　大学発ベンチャー企業で、清華大学深セン研究生院の徐先生が設立した太陽光発電シス
テムを製造する会社である。中国の砂漠地帯での緑化を目的とする太陽光発電による地下
水汲み上げ設備の製造販売を行っている。
　このSolar-Pumpという製品は、2014年に国連から賞を受賞している。アフリカなど無
電化地域での社会貢献に一役買っており、ようやく110カ国以上で運転実績を積み上げて
きたという。徐先生の執念が実った事業のひとつだと実感した。

4．深センへの学生派遣プログラムの概要
（1）清華大学深セン研究生院への訪問

（1－1）清華大学深セン研究生院の概要
　清華大学深セン研究生院は清華大学と深セン市が共同で、深セン市南山区西麗大学
城に2001年４月に設立した。清華大学に直属し、ハイレベルの人材育成と科学イノ
ベーション創出の新しい基地として、清華大学の教育改革拠点の先駆性、及び世界一
流大学を目指す重要な役割を担っている。
　清華大学深セン研究生院は大学院のみの教育研究機関で、2017年末時点では修士課
程2,683名、博士課程344名が在籍している。専任教員が148名、また、中国科学院や

分野から構成され、また、応用型修士課程は、法律修士、金融修士、芸術修士、集積回路

工学、機械工学、精密機器工学、物流工学、電気工学、電子通信工学、材料工学、計算機

技術工学、制御工学、生物医学工学、環境工学、安全工学、工学管理（MEM）を有し、幅

広い応用分野を含んでいる。 
 

 

清華大学深セン研究生院前記念写真 
（１－２）交流内容 

１）物流及び交通学部 

 物流システムのモデリング・最適化及び物流ロボットに関する研究を行う戚銘尧准教授

の研究室を見学した。研究室には設計・製作の広い研究スペースが設けられ、共同で行い

易い環境が整っている。また、無人搬送車の走行実験用の施設も存在する。実験室で無人

搬送車の原理や構成について、実物を用いて詳しく説明を頂き、デモンストレーションを

実演した。興味津々の参加学生が英語で質問を聞いたり、技術のレベルの高さに驚いたり

して、技術開発への関心が高まった。 

 無人搬送車の開発製造は、戚先生が共同で設立した学内ベンチャー会社が担っている。

社員数名を含め、大学の研究室内で協働している。深センの地の利を利用して、迅速に部

品の調達ができ、開発から製品の製造までに期間が驚くほど短い。 

清華大学深セン研究生院前記念写真



9

中国工程院の院士11名が兼任している。現在の重点発展領域は、生命及び健康、エネ
ルギー及び环境、情報科学及び技術、物流及び交通、先進製造、海洋科学及び技術、
社会科学と管理及び医療管理研究である。
　全国の大学から優秀な学部卒業生が集まり、学問の研究と応用技術の開発に重点を
分け、修士課程が学術型修士と応用型修士に分類されている。学術型修士課程は、新
エネルギー学際学科、化学生物学（製薬）、公共管理学（医療管理）、情報通信技術、
BIO ３生命技術の分野から構成され、また、応用型修士課程は、法律修士、金融修
士、芸術修士、集積回路工学、機械工学、精密機器工学、物流工学、電気工学、電子
通信工学、材料工学、計算機技術工学、制御工学、生物医学工学、環境工学、安全工
学、工学管理（MEM）を有し、幅広い応用分野を含んでいる。

（1－2）交流内容
 1）物流及び交通学部

　物流システムのモデリング・最適化及び物流ロボットに関する研究を行う戚銘尧准
教授の研究室を見学した。研究室には設計・製作の広い研究スペースが設けられ、外
部の大学や企業との共同開発を行い易い環境が整っている。また、無人搬送車の走行
実験用の施設も存在する。実験室で無人搬送車の原理や構成について、実物を用いて
詳しく説明を頂き、デモンストレーションを実演した。興味津々の参加学生が英語で
質問をしたり、彼らの技術レベルが想定外に高かったことに驚いたりしながら、相互
交流や共同で行う技術開発への関心も高まったようだ。
　無人搬送車の開発製造は、戚先生が共同で設立した学内ベンチャー会社が担ってい
る。社員数名を含め、大学の研究室内で協働している。深センの地の利を利用して、
迅速に部品の調達ができるのみならず、開発から製品製造までの期間を驚くほど短く
できる利点が存在している。新しい技術の開発、事業の開発には魅力的な環境と思わ
れる。

     

研究開発風景            無人搬送車（ラック下部分） 

 

２）エネルギー及び环境学部 

 太陽光発電や電力制御システムを研究する徐政准教授は九州工業大学に６年間留学し、

学位取得後、工学部電力寄付講座教員として４年間教育研究を携わった。流暢な日本語で

太陽光発電や電力制御について詳しく講義をしてくれた。研究室は建物のワンフロアを占

め、数十名の学生が仕切られた個人スペースを持ち、共同で利用するリフレッシュスペー

スも用意している。学内の駐車場の屋根を利用した太陽光発電システムを構築し、発電効

率や制御についての実証実験を行っている。また、キャンパス内の渡り廊下や通路などの

場所を利用した太陽光発電照明を多数設置し、環境に配慮した電力利用を研究している。 
 大学での研究成果を用いて設立した深セン天源新能源株式会社の経験談も参加学生に話

し、学生から徐先生のところで仕事をしてみたいと仰がれた。 
（２）国際展示会 IoTE2018 

深センコンベンション＆エキシビジョンセンターで開催された IoTE2018（China 

International Internet of Things Exhibition 2018）は、RFID、センサーネットワーク、

短距離通信やクラウド、リアルタイムロケーティングなど各種 IoT ソリューションの国際

見本市で、700 社以上の出展者、11 万人を超える来場者を誇り、中国だけに止まらない、

アジアの主要な見本市の一つである。中でも、RFID へのニーズ・関心は高く、市場の期待

感も大きくなっていることを肌で感じ取れた。 

 深セン市の中心部に位置する深センコンベンション＆エキシビジョンセンターは、日常

的に様々な展示会が開催されている。また、展示会には世界中から出展者や参加者が集ま

り、情報量の多さに驚き、参加学生にとって非常に大きな刺激になった。 

研究開発風景 無人搬送車（ラック下部分）
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 2）エネルギー及び环境学部
　太陽光発電や電力制御システムを研究する徐政准教授は九州工業大学に６年間留学
し、学位取得後、工学部電力寄付講座教員として４年間教育研究に携わった。流暢な
日本語で太陽光発電や電力制御について詳しく講義をしてくださった。研究室は建物
のワンフロアを占め、数十名の学生が仕切られた個人スペースを持ち、共同で利用す
るリフレッシュスペースも用意している。学内の駐車場の屋根を利用した太陽光発電
システムを構築し、発電効率の改善や制御方法についての実証実験を行っている。ま
た、キャンパス内の渡り廊下や通路などの場所を利用した太陽光発電照明を多数設置
し、環境に配慮した電力利用のあり方を実用性の視点も大切にしながら研究してい
る。研究室の一角を占める居室にはパワーエレクトロニクスのリアルタイムシミュ
レータで有名なRT-LAB（１台が百万人民元、約1600万円）を２基、並列処理コン
ピュータ３台が並んでおり、目を引いた。
　大学での研究成果を用いて設立した深セン天源新能源株式会社の経験談も参加学生
に話し、学生から本学の先輩である徐先生のところで仕事をしてみたいとの前向きな
声も聞こえた。

（2）国際展示会IoTE2018
　深センコンベンション＆エキシビジョンセンターで開催されたIoTE2018（China 
International Internet of Things Exhibition 2018）は、RFID、センサーネットワーク、
短距離通信やクラウド、リアルタイムロケーティングなど各種IoTソリューションの国際
見本市として最大規模で、700社以上の出展者、11万人を超える来場者を誇り、中国だけ
に留まらない、アジアの主要な見本市の一つとなっている。中でも、RFIDへのニーズ・
関心は高く、市場の期待感も大きくなっていることを肌で感じ取れることができた。
　深セン市の中心部に位置する深センコンベンション＆エキシビジョンセンターは、日常
的に様々な展示会が開催されている。また、展示会には世界中から出展者や参加者が集ま
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（3）東莞市新磁電子有限会社
　九州工業大学旧金属工学科の迎静雄元学長の研究室OBの張文平博士が快く工場見学を
受け入れてくれた。元もと深セン市内で設立されたベンチャー企業で、深セン市の政策に
より東莞市に移転した。電子部品を生産する生産ラインから強磁石を製造する工程の製造
現場を詳しく説明してくださった。製品の一つとしてスピーカーやヘッドホンも生産し
て、高級音響システムの開発も行っている。現在開発中の7.1chの高級音響システムの実
験室も見せて頂き、常に新しい技術に目を向ける張博士からの話を伺う中で、今の中国の
勢いを感じ、学生を実際の現場で研修させる重要性を実感した。

５．プログラムの課題と今後の展望
（1）プログラムの課題
　今回のプログラムでは、学生の視野を広げることが主目的だったため、期間が短く、清
華大学深セン研究生院や国際展示会IoTE2018、工場見学を計画した。学生が視野を広げ
たことで十分目的を達成できた。一方、学生を高度なエンジニア・世界をリードする高度
技術者に育てるためには、学部教育を有する深センの他の大学や企業での研修先をさらに
開拓する必要性を痛感した。具体的に、深センにある唯一の国立大学深セン大学との交流
や東莞市新磁電子有限会社での海外インターンシップの実施可能性について、今後は丁寧
に協議していく必要性がある。

（2）今後の展望
　「中国のシリコンバレー」と呼ばれる深センは、本学の学生海外派遣先として非常に適
している。今後さらなる深センの大学や企業での研修先の開拓を進め、より多くの学生の
派遣を実現したい。その一環として、現在、深セン大学と工学分野における学生国際交

交流を重ね、学生研修の拠点として確立する。２０１９年３月１９日～３月２５日の期間

に天津中徳応用技術大学へ学生を派遣し、ロボット関連の実習を計画している。 
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流について協議を行っており、工学部GEコース３年生を対象とした第二回深セン研修を
2019年３月31日～４月４日に実施し、深セン大学を訪問する予定である。深セン大学は
1983年に設立された中国経済特区のための大学で、「自立、自律、自強」の建学方針の下
で「特区大学、窓口大学、実験大学」の特色を持っている。学部課程28,674名、修士課程
6,433名、博士課程348名が在籍している総合大学であり、国際交流を非常に重視している
大学である。
　また、中国政府の政策により経済特区に指定された天津浜海開発区は、近年ハイテク企
業の誘致や先端技術の導入により、第二の深センとも言われている。天津市内の大学との
交流を重ね、学生研修の拠点として確立する。2019年３月19日～３月25日の期間に天津中
徳応用技術大学へ学生を派遣し、ロボット関連の実習を計画している。
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（２）�国際生体分子デザインコンペティションBIOMODへの
挑戦によって磨かれるグローバル・コンピテンシー

情報工学研究院　システム創成情報工学研究系　教授　中　茎　　　隆
1．はじめに
　本記事は、大学改革プロジェクト事業（教育）の下で、著者が2014年度から継続的に実
施してきた学生海外派遣事業についてまとめたものである。本学では、グローバル化した
社会において、世界で活躍できる技術者（グローバル・エンジニア）の養成を目指した教
育に本腰を入れて取り組んでいる。その教育理念の柱は、技術者が備えるべき行動特性と
してのグローバル・コンピテンシー（GCE）の育成である。GCEの詳細については、平
成26年度版教育ブレティンを参照頂きたいが、GCEが定義する５つの能力は、A. 多様な
文化の受容、B. コミュニケーション力、C. 自律的学習力、D. 課題発見・解決力（探究す
る力）、E. デザイン力（エンジニアリング・デザイン）である。著者は、博士前期課程修
了後に、電気メーカにおいて、コンシューマ向け製品のLSI開発に従事した経験を持つが、
確かにこれら５つの要素は、社会人として、とりわけ技術者として問われる能力であると
確信する。
　本学では、GCE教育を効果的に実施するための仕掛けとして、①海外学習体験（Study 
abroad）、②海外就業体験（Work abroad）、③グローバル教養教育、④語学教育、⑤留
学生との協働学習を柱に据え、教員・学科・学部レベルで提案される事業をサポートして
いる。では、

学生に対して、 GCE教育を効果的に行う具体的なプログラムどのようなものか？

これはGCE教育の命題であり、①〜⑤の枠組みを活用した効果的なプログラムやカリキュ
ラムの模索が続けられている。本記事では、１つの実施例として、国際コンテストを利用
したプログラムとGCE教育としての可能性について述べる。

2．なぜ国際コンテストを利用するのか？
　GCE教育で育成しようとするA 〜 Eの能力は、明らかに知識伝達型の教育法の範疇を
超えており、海外学習・就業体験の中で、学生の主体的な学び（アクティブラーニング）
によって獲得される必要がある。この主体性を如何に引き出すかがプログラムにおいて肝
要であり、派遣学生の心に火をつける工夫が求められる。さらに、A 〜 Eは独立した能力
として存在するものではなく、理想的には、能力A 〜 Cの土台の上で、能力D、Eを発揮
できるグローバル・エンジニアの育成に資するプログラムにしたい。ある意味で安易では
あるが、「国際的なものづくりコンテストへ参加する」という類のプログラムは、自然に
GCE教育が求める要件を満たせるのではないかと考え、次節で述べる国際生体分子デザ
インコンペティションBIOMODへの学生派遣事業を開始した。このコンテストを選んだ
理由は、筆者の専門性という観点はもちろんのこと、作品において、アイデアと創造性を
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高いレベルで求められると同時に、その実現性に関する学術的なエビデンスが求められる
点に魅力を感じたからである。

3．大会概要
　少し遠回りになるが、BIOMODが創設された背景について述べる。近年、DNAナノテ
クノロジーの急速な発展に伴って、ナノ〜マイクロスケールでの物作り（分子デザイン）
が活況を帯びている。物作りの基本的な手順は、実現したいモノに対して、構成要素を設
計し、それら構成要素を統合するという流れであるが、従来の物作りにおいては、構成要
素（部品）の加工や統合は、人や機械による直接的な操作によってなされてきた。一方、
分子デザインによる物作りは、従来法を根底から覆すものであり、材料そのものに“プロ
グラミング”を施し、物作りにおける全ての過程は自己組織化によってなされる。そのプ
ロセスは、我々生物がDNA上に記録された遺伝情報から自己組織化によって形作られて
いることと等価であり、MEMSによる従来型の物作りのスケールサイズの限界を超える
微小スケールでの物作りへの扉がいま開いている。
　これは、物作りのパラダイムシフトであり、従来の物作りのパラダイムではテーブルに
上げられなかったような斬新なアイデアが現実味を帯びてくる可能性もある。誤解を恐れ
ず言うならば、 物作りにおける“新大陸”が出現しており、その大陸には宝（全く新しい
アプリケーション）が多く眠っているはずである。このような背景の中、国際生体分子デ
ザインコンペティションBIOMOD（Biomolecular Design Competition for Students）は、

「斬新なアイデアは、若者たちによって結成された強いチームによって生まれる」という

図１　BIOMOD世界大会の様子（カリフォルニア大学サンフランシスコ校）

本学チームのプレゼンテーション

主催者による大会挨拶

大会参加チームによる集合写真

授賞式
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創設者の信念の下で2011年に創設された。基本的なルールは、非常にシンプルであり、
「分子デザインを用いてイノベーションとなるアプリケーションを生み出せ」というもの
である。発表会のような成果を披露するイベントではなく、優劣・勝敗が付くコンペティ
ションであることも特徴である。毎年、世界中の大学から約20 〜 30チーム、約300名の学
生が一堂に会し、熱い戦いが繰り広げられている（図１）。
　従来型のロボットコンテストにおいては、大会ルールに従って「高いスコアを出す」、

「試合に勝つ」など技術力の高さが勝敗を直接的に決定付ける。一方、本コンテストは、
（１）分子デザインという枠組みで、イノベーション力を競う大会であり、さらに、（２）
作品の多くは光学顕微鏡では観察できないほどの微小スケールとなる。つまり、斬新なア
イデアとそれを具現化する高いデザイン力・技術力に加えて、目に見えないイノベーショ
ンを説得力を持って他者にアピールする表現能力も要求される。本コンテストの審査方法
には工夫が凝らしてあり、各チームの作品に対して、次の３項目の合計点で勝敗が争われ
る（図２）。

1． 作品のコンセプト、仕様、材料、設計法、実験結果等を全てまとめた技術資料（Wiki
ページとしてWeb上で公開する。事前審査項目）【50点】

2． 作品の魅力・内容・有用性をアピールする３分間動画（YouTubeとしてWeb上で公
開する。事前審査項目）【25点】

3． 作品のコンセプト、仕様、材料、設計法、実験結果、魅力、有用性を伝えるプレゼ
ンテーション（大会当日に会場にて行う）【25点】

図２　審査項目と配点

①技術レポートとして完成度が高く、デザイン性も求められるWikiページ（50点）

②エンターテイメント性を追求した
プレゼンテーション（25点）

③作品の魅力を最大限にアピールする
３分間のYouTube動画（25点）
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4．審査方法
　審査団は、本コンテストに協力する大学の研究者約40名で構成される。公開されたルー
ブリックに従って、技術レポート（Wiki）、作品紹介ビデオ（YouTube）、プレゼンテー
ションの３項目に関して、厳格な審査が行われる。ルーブリックの各評価項目に対して、
各審査員から集められた得点の中から最高点と最低点を除外し、平均点を算出する方式を
採用している。では、３項目それぞれの評価項目について見ていこう。

技術レポート（Wiki）【50点満点：事前審査項目】
作品のアイデア、ドキュメントの完成度、成果（結果）に対する評点で構成される。 
◦　Project Idea（20点）
　　　＝ Relevance（５点）… アイデアの学術的／技術的な価値
　　　　　＋ Specification（５点）… プロジェクトの目標設定
　　　　　　＋ Feasibility（５点）… アイデアの実現可能性
　　　　　　　＋Merit（５点）… アプリケーションの有用性
◦　Project Documentation（20点）
　　＝ Clarity（10点）… 学術論文／技術レポートとしての完成度
　　　　　＋ Transparency（５点）… 実験プロトコルの再現性、実験データの公開
　　　　　　＋ Layout（５点）… Wikiのレイアウト・デザイン・体裁
◦　Project Execution（10点）… プロジェクトの達成度

図３　技術レポート（Wiki）
＊2016年大会に出展した作品のWiki（約4000ワード、54枚の図、14個の表で構成されている）

作品紹介動画（YouTube）【25点：事前審査項目】
様々な専門的、文化的なバックグラウンドを持つ聴衆に向けての作品のアピール度、内容
の分かり易さ、動画としてのクオリティーに対する評点で構成される。
◦　Overall impact（10点）… 動画内容のセンス・面白さ
　　　＋ Clarity（10点）… 動画内容の理解のしやすさ
　　　　＋ Production（５点）… 動画としてのクオリティーの高さ
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プレゼンテーション【25点：当日審査項目】
スライドの完成度、発表者の態度、発表のエンターテイメント性に対する評点で構成され
る。
◦　Content（10点）… スライドの完成度、理解のしやすさ、見やすさ
　　　＋Delivery（10点）… アイコンタクトの有無、説得力、迫力など発表者の態度
　　　　＋Impact（５点）… プレゼンテーションのエンターテイメント性

図５　プレゼンテーション
＊2015～ 2018年大会での様子（会場には約300人の聴衆）

図４　作品紹介PR動画（YouTube）
＊2018年大会に出展した作品のYouTube動画
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4．BIOMODへの学生派遣事業の概要とGCE教育という観点からの考察
4.1　「学生コンペティションBIOMODへの学生派遣事業」の概要
　ナノ・マイクロスケールでの物作りに関する世界的な学生コンペティションBIOMOD
世界大会に九工大チームを結成し、世界と戦えるクオリティで大会に望み、賞を獲得す
る。本事業では、GCEの５つの柱のうち、「Study abroad（海外派遣）」、「語学教育（プ
レゼン、作品の仕様をまとめたWiki、作品の魅力をアピールするYouTube動画）」、「グ
ローバル教養（世界大会で賞を取るためにはグローバルなエンジニアセンスが必要）」に
関する取り組みを行う。また、３つのCのうち、「Competency」、「Circuit」の取り組みを
推進するとともに、GCE教育のメソッドとしてコンテスト形式の取り組みの有用性を確
かめる。

4.2　実施内容
　４月からメンバー募集を開始する。飯塚キャンパス内の全学科全学年（学部生）に対し
て公募する。2014年〜 2018年大会では、研究室所属の大学院生に学生メンターとして参
加してもらっている。８月には日本大会が予定されているため、５月より週２、３コマの
ペースでチームミーティング、勉強会を学生主体で進める。

４月：メンバー募集、チーム結成（公募によるメンバー募集を行う）
５月：チームミーティング、勉強会、レジストレーション、参加費支払い
５月〜８月： 分子デザインによる作品作り（理論、設計、シミュレーション、実験）、

英語学習
８月：日本大会
９月〜 10月： 作品の改善・修正（PDCA）、Wiki作成、YouTube動画作成、プレゼン資

料作り
11月：世界大会（カリフォルニア大学サンフランシスコ校）

　例年、本大会には、世界約10カ国から約20チーム、300人以上の学生が参加する。日
本・海外ともに蒼々たる大学からのチームが参加するため、世界の学生のGCE力を間近
で感じることができる。本大会では、DNAを用いた斬新な作品を提案し実現することが
求められ、既存の知識やスキルを組み合わせて新しいものをデザインする能力が試され
る。また、作業としては、作品そのものを構築する仕事（理論、設計、シミュレーショ
ン、ウェット実験）に加え、Wiki、YouTube動画、英語でのプレゼンテーションを用意
する必要がある。
学部生：Early global-ready graduateとしての能力を鍛える。ミッションを正確に理解し、
チームの一員としてプロジェクトの諸条件に配慮しながら作品作りに貢献する。
M1：Advanced global-ready graduateとしての能力を鍛える。チームの中心的な役割を
担う。金賞を獲得するという明確な目標設定をしているため、そのために必要な情報を集
め、学習し、勝つための戦略を練り、作品に落とし込む作業が求められる。また、本格的
な英語でのコミュニケーション、プレゼンが求められる。
M2：Masterly global-ready graduateを目指す。M1の作業を監視し、さらに広い視野か
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らプロジェクトの方向性を見極め、助言を与えることを期待する。また、英語での資料作
りやプレゼンの指導的立場を担う。
　続いて、上記事業の概要で述べた各要素について説明する。
Study abroad：学生コンペティションの会場であるカリフォルニア大学（アメリカ）に
学生９名（大会規定による最大参加可能人数）を派遣するとともに、事前・事後学習を実
施する。
語学教育：過去の大会作品（過去５年分×20チーム）の調査、英語文献の精読、日本大会
用、世界大会用審査資料のWiki（英語）、YouTube動画（英語）、コンテスト当日のプレ
ゼンテーション（英語）による４技能のレベル向上。
グローバル教養教育：本大会では、真にイノベーションであるものが作品に求められ、審
査員は世界各国からの出席者であるため、世界で受け入れらるエンジニアセンスが求めら
れる。過去の大会作品（過去５年分×20チーム）の調査を踏まえて、世界で評価される作
品とは何かを検討し、作品作り、審査資料（Wiki、YouTube、プレゼン）作りに取り組
む。

　以下では、GCEで求められる個別の能力開発に関する活動内容を説明する。

多様な文化の受容：これまでの大会の参加チームのWiki、YouTube動画の分析をチーム
メンバーで行う。大会には世界中から毎年約20チームが参加しており、Wiki、YouTube
動画の内容（作品、コンセプト、狙い、デザイン、見せ方など）は、日本人では考えつか
ないような独特のものが多い。それらの分析を通して、多様な文化、社会的背景、政治的
背景の理解を深める。
コミュニケーション力：日本大会、世界大会ともにプレゼンテーションと質疑応答は英
語で行われるが、本大会でのプレゼンテーションはエンターテイメント性が重視される
ため、日本大会と世界大会ともに単に英語を発するだけでなく、演劇的な要素を入れて、
ショー的なプレゼンテーションを作り上げる。
自律的学習力：４月のチーム結成より、主体的に学生だけの（1）勉強会、（2）チーム全
体での進捗報告会、（3）担当ごとの打ち合わせを２〜４回/週のペースで行う。
課題発見能力：BIOMODでは、真にイノベーションと言える作品が求められており、例
年、世界中のチームから画期的な作品が出展される。従って、極めて高度な問題解決能力
が求められる。このようなタスクを通じて、学生の当該能力を鍛える。
デザイン力：デザイン力の中でも、「複数の解が存在するタスクへの取り組み」という点
は、上記「問題解決能力」で示したとおりである。BIOMODでは、自分たちの作品メリッ
ト、アピール点をまとめた３分間のYouTube動画を制作する必要がある。この手法もま
た、様々なバリーションが存在し得る。審査員は世界各国の大学や企業の研究者であるた
め、世界的にも通用し得るセンスで動画を作ることは、デザイン能力の訓練に役立つ。

4.4　考察
　本大会では、チームでのエンジニアリング・デザイン活動の成果物である作品は、様々
な切り口（Wiki、YouTube、Presentation）で、多面的な観点から、公開ルーブリックを
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用いて評価される。筆者は、学生の活動の様子を観察する中で、次の３点に注目してい
る。

 1） 作品の提示・表現手法の自由度の高さ：実験科目でのレポートに相当するWiki（図
３参照）は、手書きやワードプロセッサで作成されるレポート以上に体裁、構成、レ
イアウトの自由度が高い。YouTube動画に至っては、実写、３D・２Dグラフィック、
アニメーションという基本的な表現手法に加え、作品の魅力をどのように３分間にま
とめるかという点において、自由度が極めて高い。重要な点は、作品の提示・表現手
法の自由度が高いほど、学生の実験〜成果報告までの一連の活動は熱心になり、創
造的な感性が刺激されると考えられる。実際に学生が作成したWiki（図３）は、約
4000ワード、54枚の図、14個の表で構成されており、Wikiとしてのデザイン性も高
く、世界中の様々な専門的・文化的なバックグラウンドを持つ聴衆に見られることを
意識して作られている。

 2） 作品の提示方法のバリエーションの多さ：作品の提示方法の種類が多いことで、チー
ム内で本格的な役割分担が生まれ、結果として、チーム活動が全体として活性化する
と考えられる。３本の柱であるWiki、YouTube、Presentationは、三位一体となって
作品のコンセプトと魅力を伝えるべき関係性を持つため、チーム内で担当を分けたと
しても作業を進める上でチーム全体でのコミュニケーションが必要不可欠となる。エ
ンジニアリング・デザイン教育において、チームワーク力をどのように鍛えるかは、
教育現場における命題とも言えるが、単に１つのプレゼンテーションをチームメン
バーで分担するなどの手法に比べて、チームワーク力を鍛える教育効果が高いと期待
される。

図６　世界大会での学生の様子
＊物怖じせず、堂々としており、会場での存在感も高かった。
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 3） 作品の提示方法に面白さやユニークさを要求：BIOMODでは、ルーブリックに、
Merit、Overall impactなどの提示・表現手法の「面白さ」と「ユニークさ」に関す
る評価項目が設定されている。成果や結果を他者に対して、とりわけ、様々な専門
的・文化的なバックグランドを持つ聴衆に興味深く見てもらい、高評価を得るために
は、自分たちの課題（目的、制約条件、手法、実験結果、考察）に対する深い理解と
考察はもちろんのこと、他者に対する深い洞察も必要となる。

図７　九工大チームの過去５大会の成績

　図７は、過去５大会のWiki、YouTube、Presentation、および、Total（合計点）の推
移をまとめたものである。毎年、BIOMODの大会としてのレベルは明らかに高くなって
いるが、その中にあって、九工大チームも傾向として、全評価項目でレベルアップし続け
ていることが分かる。
　本コンテストに参加する学部学生は、毎年全員新しい学生であるが、前年度参加した学
部学生で大学院に進学した修士学生を学生メンターに据えて、九工大チームとしての活
動の連続性を保つ工夫をしている。BIOMODは学部学生のためのコンテストであるため、
プロジェクトの主翼を担うのは学部生となるが、言わばBIOMODのOB・OGがメンターと
して加わることで、世界と戦うために「何をどこまで追求すれば良いのか？」が伝授され
る。著者は、大学院生メンターを含めたチーム構成は、GCE教育を効果的に行うために必
要な仕掛けと考えている。

5．参加学生の感想（2018年大会のみ抜粋）
　プログラムを通じて学生がどのように感じたかについて、参考までに感想文を掲載する

（本学HPのトピックスでも掲載している）。

◦　修士１年生
私は今年のBIOMODにチームリーダーとして参加しました。私が目標としたリーダー
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像は、メンバーをまとめていくというよりも、常に良い雰囲気でプロジェクトを進め
る環境をつくることでした。明るく仲の良いメンバー達に恵まれ、その目標は達成出
来たと思います。プロジェクトを進める中で何度も壁にぶつかりましたが、その度に
テーマを見直し、アイデアを練り直しました。また、Wikiに載せる時やプレゼンで
はどのように伝えるか、意見を出し合い妥協せずに修正し続けました。BIOMODで
の約半年間、メンバー全員で目標に向かって走り続けた日々は決して忘れないと思い
ます。大会中は世界中の学生と触れ合うことができました。いろんな国のプレゼンを
見ることができ、とても良い経験ができました。また、本大会では、現実に実装する
ことを目標とした様々なデザインが発表されましたが、今回発表された様な生体分子
を用いた機械の実装はまだされたことがないため、実社会に投入するためのELSI研
究も必要であると感じました。

◦　学部４年生
BIOMODに参加するとき、私はとても不安でした。なぜなら、この大会では私が勉
強した分野とは大きく異なっていたからです。実際その予感は的中し、価値あるアイ
デアを出すまでに非常に苦労しました。加えて、webページや動画も作成しなければ
ならず、私にとっては初めてのことだらけでした。しかし、プロジェクトを進めてい
く中で、私は一つの事に気づきました。重要な事は自分の力で解決するのではなく、
多くの人に助けを借りること。私はチームメイトとお互いに協力し合いながら、プロ
ジェクトを完成させることが出来ました。私がこの大会が終えた時には、仲間と一つ
の事を成し遂げるという楽しさを感じました。

◦　学部４年生
平成30年10月25日〜 30日に学生海外派遣プログラムの支援を頂き、アメリカのサン
フランシスコでBIOMOD2018に参加してきました。アメリカでの生活、BIOMODで
の海外の学生の姿を通して自分の視野、価値観を広げることができました。最も印象
に残っていることは街中や電車内で資金を求める方が多数いたことです。貧富の格差
社会を肌で体感し、生活に困っている人の割合を減らしたいと感じました。社会人に
なってからは、この思いを忘れずに、そのような方々が一人でも減るような日本の社
会を作っていきます。

◦　学部３年生
私は約半年間、BIOMODプロジェクトに参加しました。私がこのプロジェクトに参
加しようと決めた理由は、研究を通じて新しい考え方を身につけたいと思ったからで
す。研究では問題に直面することが多々ありましたが、その度に、研究を一緒に取り
組むチームメンバーと解決策を考え、時には先輩方や先生の助言をいただきながら、
解決していきました。この経験は、自分自身の成長に繋がったと思います。また、カ
ルフォルニア大学で行われた世界大会では、大勢の観衆に対して英語で発表する機会
がありました。ここで発表できたことも、今後の自信に繋がる良い経験になりまし
た。最後に、集中して研究に取り組みアメリカで発表することができたのは、たくさ
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んの人の支えのおかげです。皆さまありがとうございました。

◦　学部３年生
大会では、世界各国から訪れている学生と教授方が、何度も推敲と修正を重ねた
YOKABIOのプレゼンに目を向ける光景を目の当たりにして、今までには得たことの
ない緊張と、チームの研究が注目されているという嬉しさを感じました。理解しやす
さと面白さを求められた英語でのプレゼンや、研究成果を紹介するWebページの作
成は、予想をはるかに超えるほど難しいものでしたが、大会を終えた今、その頑張り
は得られた技術・知識・経験に大きく値するものと思います。BIOMODへの参加は、
自己成長の良い機会であり、さらに海外での経験を重ね、世界で活躍できる人材にな
りたいという強い憧れも持たせてくれました。チームで協力し１つのプロジェクトに
真剣に取り組んだこの時間は、これからの自分に繋がると信じています。皆さん、あ
りがとうございました。

6．おわりに
　BIOMODのエントリーは毎年２月に開始され、４月にチームメンバーを飯塚キャンパ
ス内の全学科学年で公募し、５月頃から約半年間のプロジェクト活動が始動する。途中８
月に日本大会があるため、11月の本大会まで学生は忙しい日々を送ることになる。メン
ターである著者も熱心な学生と真剣に向かう覚悟と労力が要求される。毎年、世界大会が
終わると、「来年指導する気力はもう残っていない」と精魂尽きるものである。しかし、
２月のエントリー時期になると、プロジェクト前後の学生の成長を思い起こし、奮起して
大会に臨んできた５年であった。2018年度からは平順一先生（生命情報工学科）もメン
ターに加わり、力強い協力者を得ることができました。国際コンテストを利用したGCE
教育は、学生を海外に派遣する必要があるため、継続して教育を実施していくためには、
資金的な援助が必要不可欠となります。この場を借りて、大学改革プロジェクト事業（教
育）を通じて協力してくださっている学務課教育企画係の皆様、情報工学部総務課学生係
の皆様に心より御礼申し上げます。

参考資料 
1. 大会ホームページ：http://biomod.net
2. 九工大チームの技術レポートWiki、YouTube動画（Wiki内に埋め込み）
 2014年大会（Molecular Governor）：http://teamkyutech.github.io/index2.html
 2015年大会（DNA/D Converter）：http://biomod2015.github.io/yokabio_kyutech/
 2016年大会（Trick XOR Treat）：https://biomod2016.gitlab.io/kyushu/
 2017年大会（The Transporter）：https://yokabio2017.github.io/kyutech/
 2018年大会（DP Gate Bridge）：https://yokabio2018.github.io/DPGB/index.html
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（３）�「Global�Green�Energy�and�Electronics�Course�
（G2E2コースの取り組みについて」

生命体工学研究科　生体機能応用工学専攻　准教授　長谷川　一　徳
1．はじめに
　大学院生命体工学研究科は、生物の持つ、省資源、省エネルギー、環境調和、人間との
親和性等の優れた構造や機能を解明し、それを工学的に実現し応用することのできる技術
者や研究者の育成を目標としている。そのため、従来の機械・電子・化学・情報工学や
生命科学などの学問領域に、新しい学問分野を融合したグローバル教育を実施しており、
122名の博士前期課程定員と36名の博士後期課程定員を抱えている。本研究科が「世界に
おける九州工業大学」として、国際化をさらに推進するには、博士後期課程の学生の充
実がある。現在、人間知能システム工学専攻には英語だけで受講可能なGlobal Advanced 
Assistive Robotics （AAR）コースが設置されている。
　生体機能応用工学専攻においても、同様のコースを設置することは研究科の国際化、及
び優秀な外国人留学生による多様な人材、文化が混在する「知の多様性」を持ったキャン
パスの実現に重要である。そこで、エネルギーの発生から変換・使用までを網羅的に組
み込んだ「Global Green Energy and Electronics Course （G2E2 コース） 」を設置し、グ
リーンエレクトロニクスの教育研究拠点の形成に寄与すると共に、留学生との協働学習に
よる国境を越えたグリーンでクリーンな豊かな世界の実現を目指す「21世紀型グローバル
エンジニアの育成」を目的にしている。

2．コースの概要
　急速な人口増加、経済発展を続けるアジア諸国にとって環境やエネルギー問題は最重要
課題の１つである。我が国はエネルギー資源が少ないため新エネルギー創出や有効利用を
行う技術が高度に発展しているばかりか、創出した技術を用いた社会経済を持続するため
に、「Made in Japan」の信頼性を評価する技術についても先進的であり、この問題を工
学的に解決し、世界をリードする立場にある。
　G2E2コースは、留学生と日本人学生が共修する環境を提供し、現代社会が抱えている
環境・エネルギー問題に着目したグリーンでクリーンな持続可能な社会を構築するための
教育研究を行い、諸外国と連携したグローバルリーダーとなり得る人材教育を行う。環境
やエネルギーの問題に関する先端的なグリーンエレクトロニクス分野の教育を行うこと
で、国境を越えた持続可能な目標（SDGs）に沿ってすべての人が平和と豊かさを享受で
きるようにすることを教育目的としている。具体的には、図１に示すように次世代技術で
ある環境親和性の高いプリンタブル太陽電池の作製・評価、機能性材料の研究開発、およ
びそれらの電気化学デバイス、有機電子デバイスへの応用、高効率でフレキシブルな電力
変換システムや電動機駆動システムの構築、次世代パワー半導体とその電力応用、再生可
能エネルギーを利用した発電システムの開発、などのいわゆるグリーンエレクトロニクス
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技術開発に関連した教育・研究を行う。以上の教育・研究分野を図２に紹介するグリーン
エレクトロニクス講座の教員を中心に支えている。
　本コースの設置により「中期計画34」に記載されている下記の実現に貢献できるものと
考えている。「大学院教育において、英語での授業実施により修了可能なコースを学府・
研究科に設置するほか、シラバスの英語化を進め、大学院生の10％以上が英語のみで修了
できる体制を整備するとともに、学部・大学院の学生を対象としたサマープログロラム等

3. カリキュラムの構想 
3.1 授業科目 
図 3 に G2E2 コースのカリキュラムの概要を示す。博士前期課程学生が英語のみで修了可能とな

るように、下記の科目を英語対応として準備する。計測制御システム演習は留学生と日本人学生と

が混在した班を作りアクティブラーニングを行うことにより協働学習効果を目指す。 
 

 パワーエレクトロニクス応用(Applied Power Electronics)・・・花本 
 有機エネルギー変換エレクトロニクス(Organic Electronics for Energy Conversion)・・・早瀬 
 パワー半導体デバイス(Semiconductor Power Devices)・・・大村 
 ナノ材料とエネルギー変換(Nano Materials and Energy Conversion)・・・馬 
 先端電気化学工学(Advanced Electrochemical Technology) ・・・パンディ 
 有機エレクトロニクス材料とデバイス(Organic Electronic Materials and Devices) ・・・パン

ディ 

 
図 2  グリーエレクトロニクス講座教員紹介 図２　グリーエレクトロニクス講座教員紹介

図１　G2E2コースの技術分野

本コースの設置により「中期計画 34」に記載されている下記の実現に貢献できるものと考えてい

る。「大学院教育において、英語での授業実施により修了可能なコースを学府・研究科に設置するほ

か、シラバスの英語化を進め、大学院生の 10％以上が英語のみで修了できる体制を整備するととも

に、学部・大学院の学生を対象としたサマープログロラム等の短期受入プログラムを拡充すること

により、留学生を含む海外からの受入学生数を第２期最終年度と比較して 25％以上増加させる。」 
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の短期受入プログラムを拡充することにより、留学生を含む海外からの受入学生数を第２
期最終年度と比較して25％以上増加させる。」

3．カリキュラムの構想
3.1  授業科目
　図３にG2E2コースのカリキュラムの概要を示す。博士前期課程学生が英語のみで修了

 電気エネルギー変換工学(Electric Energy Conversion Technology)・・・長谷川 
 計測制御システム演習(Exercises on Measurement Control Systems)：  

 Gaussian を 用 い た 分 子 構 造 モ デ リ ン グ (Tutorial on Molecular Modeling by 
Gaussian---SSP) 

 オンボードコンピュータを用いた計測制御 (Tutorial on Measurement Control with 

 
図 3  G2E2 コースのカリキュラム概要 

 

図３　G2E2コースのカリキュラム概要
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可能となるように、下記の科目を英語対応として準備する。計測制御システム演習は留学
生と日本人学生とが混在した班を作りアクティブラーニングを行うことにより協働学習効
果を目指す。

◦　パワーエレクトロニクス応用（Applied Power Electronics）・・・花本
◦　 有機エネルギー変換エレクトロニクス（Organic Electronics for Energy Conversion） 

・・・早瀬
◦　パワー半導体デバイス（Semiconductor Power Devices）・・・大村
◦　ナノ材料とエネルギー変換（Nano Materials and Energy Conversion）・・・馬
◦　先端電気化学工学（Advanced Electrochemical Technology） ・・・パンディ
◦　 有機エレクトロニクス材料とデバイス（Organic Electronic Materials and Devices） 

・・・パンディ
◦　電気エネルギー変換工学（Electric Energy Conversion Technology）・・・長谷川
◦　計測制御システム演習（Exercises on Measurement Control Systems）： 

　 Gaussianを用いた分子構造モデリング（Tutorial on Molecular Modeling by 
Gaussian---SSP）

　 オンボードコンピュータを用いた計測制御 （Tutorial on Measurement Control 
with On-board Computers）

　さらに本コースの特徴的は授業科目である「G2E2セミナー」「グローバル・グリーン・
イノベーションリーダー育成コース（GGIコース）」については別途詳細を記す。

　博士後期課程学生については、研究活動が中心となるが、後期課程から入学した学生は
既出の英語科目の受講もできる。特に、後述するGGIコースに参加させることで、国際的
に活躍できるグローバル人材を育成する。

3.2  G2E2セミナー
　海外から教員を招へいし、環境やエネルギー、グリーンエレクトロニクスに関する最新
動向や研究内容についてリレー形式で講義を行う（３時間/人×５人）。これに加え、同分
野の研究開発を行っている国内企業や共同研究講座から講師を招へいし企業人から見た持
続可能な社会についての講義を行う（1.5時間/人×６人）。留学生にとってはインターン
シップへの参加や企業との共同研究に繋がる可能性があり、キャリアパスを考えるきっか
けにもなる。日本人学生には研究の海外動向や国内企業人の国際的な活動を知ることでグ
ローバルエンジニアを目指すモチベーションになる。海外教員や企業講師にとっては共同
研究のきっかけや海外の優秀な学生のリクルートにつながる。

3.3  グローバル・グリーン・イノベーションリーダー育成コース（GGIコース）
　すでに実績を上げている「グリーンイノベーションリーダー育成コース（GIコース）」
と連携したグローバル・グリーン・イノベーションリーダー育成コース（CGIコース）を
提案する。GIコースは、グリーン・イノベーションに関するリーダーを育成するために



29

開設されている部局を跨いだコースで、運営は学生主体で行い、ディスカッションやプレ
ゼンテーションを通じて自分の意見の発表（説明力）、他人の意見の吸収（質問力）、自
分の意見を修正（構成力）、そして、種々の行事を通して、企画力、自立力、実践力を養
うことを目指している。開設以来GIコースでは海外大学での活動が必修であることから、
本プログラムの博士後期課程学生をCGIコースの一部としてGIコースに参加させる（GGI
コース）ことで、留学生の出身国の技術ニーズを日本人学生と共有化したうえで、博士前
期課程学生を自らの出身国に導き、出身国の学生や教員と交流を企画させる。この活動を
通して、留学生個人だけではなく、多くの日本人学生と出身国学生との間に太いパイプを
構築する。この活動に対しては適切な単位化を行うことでG2E2コースの科目として取り
入れることができる。
　留学生にとっては母国と日本人を結びつけるきっかけとなると共に各国の現状や問題点
を日本人の視点で考えさせることができる。このような活動は将来のエンジニアとして
リーダシップをとる際に貴重な経験となる。一方日本人学生にとっても海外での経験を通
じて国際社会の抱える問題と解決方法を考える機会を提供することができる。

4．年度計画及び実施状況
2018年度計画
◦　各科目の資料を英語対応にする。必要に応じて英語の文章校正を行う。
◦　一部科目について試行する。
◦　国費留学生優先プログラムの公募があれば応募する。
◦　 英語対応のG2E2コース演習を準備する、日本人学生も受講可能とするため資料は英

語主体で簡易的な日本語のマニュアルを作成する。現状の「計測制御システム演習」
に追加することを計画している

◦　 英語コース実現のために講義資料を英語で作成する。講義には日本人学生も受講する
が英語で行うため、講義科目に対して日英同じ資料を作成する必要がある。このた
め、必要に応じて資料には和英キャプションを併記する。

◦　優秀な留学生獲得のためコースのWEBページを作成し公開する。

2018年度実施状況
◦　 「パワーエレクトロニクス応用」、「パワー半導体デバイス」、「先端電気化学工学」の

講義を英語にて実施した。講義資料は以前より英語対応済みであった。
◦　 2018年度国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラムに「グリーンエレクトロ

ニクスを先導するアジア連携人材育成プログラム」と題した申請を行ったが、結果は
不採択であった。

◦　 英語対応のG2E2コース演習のうち「Gaussianを用いた分子構造モデリング」の準備
を行った。

2019年度計画
◦　専門科目の必要単位を英語で開講し、英語のみで修了できる体制を整備する。
◦　 G2E2コースを開催する、初年度なるため必要に応じて博士後期留学生にも受講を勧
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める、日本人学生も講義及び演習を受講し問題点を洗い出す。
◦　グローバルコースができたことを広報し、海外からの受験生を増やすよう努力する。

2020年度計画
◦　 コースを継続・発展させるため他の分野の教員に協力要請を行う。（申請時点で専門

科目及び共通科目についての検討を打診している教員あり）
◦　 ２年目に実施した問題点を検討し継続したグローバルコースとなるように修正を加え

る。

5．留学生の受入れに向けた取り組み
　G2E2コースを実施・継続するためには優秀な留学生を確保する必要がある。以下に、
国費外国人留学生の優先配置を行うプログラムの申請時に使用した計画を示す。

5.1  優秀な留学生を獲得するための方針・仕組み
　生体機能応用工学専攻には２名の外国人教員が在籍しており、図４に示すように既に独
自のネットワークを通じて海外
の大学とのネットワークを形成
している。インド出身のパン
ディ准教授は再生可能エネル
ギーである太陽電池の研究を通
してインド国内各地のインド工
科大学（IIT）や国立研究機関
の教員とのネットワークを持っ
ており既に数校とは交流協定を
結んでいる。この５年間で、交
流協定の締結を目的としてほぼ
毎年インドを訪問し、研究交流
を目的とした研究紹介セミナーを開催してい
る。図５に示すように2013年には日本人教員
４名も同行して、４大学で合同シンポジウ
ムを開催した。その結果、インド工科大学

（IIT）バラナシ校、インド工科大学インドル
校と大学間（部局間）協定を結ぶに至ってい
る。今後もIITの協定校を増やす予定であり
積極的に留学生を獲得する仕組みが出来つつ
ある。またG2E2セミナーコースにインドか
ら教員を招へいし、本学のアピールを行うこ
とで帰国後に現地学生へ宣伝してもらうこと
を計画している。
　同様に中国出身の馬教授は環境親和性の高

に現地学生へ宣伝してもらうことを計画している。 
 

同様に中国出身の馬教授は環境親和性の高いナノ材料及び光電変換デバイスの開発の開発を通じ

で、中国科学院と大連理工大学をはじめとした中国及びアジア各地の大学との連携に貢献しており、

図 6 に示すように日中セミナーの開催等を通じ、この 5 年間に博士前期課程及び博士後期課程の留

学生を 25名以上獲得している。加えてマレーシア出身の特任助教も留学生の情報を提供できる。 

 

さらに、モンゴル国立大学のパワーエレクトロニクス研究室群（そのうち 1 名は大村研究室卒業

生）と本学の次世代パワーエレクトロニクス研究センターの連携を核に、パワーエレクトロニクス

分野の優秀な学生の確保できる見込みである。アジアスーパーグリッド構想はモンゴルで大きく取

り上げられており、本学の特長であるパワーエレクトロニクスやパワーデバイス研究への関心が高

くなってきている。これらのルートを用いることで、メールでの応募では得られない生の情報や、

現地で協力関係にある教員はもとより、同分野

の研究者の情報を用いることができ、総合的に

スクリーニングができる。また、MSSCを通じて

協定校から優秀な人材の紹介も期待できる。 

  

5.2 私費留学生等を確実に獲得できる体制 
 博士後期課程については現状でも毎年 10 名

程度が入学し、その多くは私費留学生であるた

め、すでに留学生を獲得する実績を有してい

る。私費留学生の獲得には経済的な支援が必要

となるため、各種奨学金の獲得を支援してい

る。また、馬教授は、既に複数人の中国政府の

国費学生の獲得実績を有している。国費留学生

を獲得する方針を強化し、本プログラムの魅力

をアピールすることにより、国費留学生の選抜

に漏れた学生が自費で入学してくる可能性も

増加する。 
 大村教授はモンゴルとの関係を強化してお

り、図 7 に示すようにモンゴル国営放送による

インタビューの放映を通じた PR を行ってい

る。さらにモンゴル工学系高等教育事業

（MJEED）、アジア科学教育経済発展機構

（Asia Seed）を通じて学生を獲得している。 
 博士前期課程学生の増加も見込まれており、 2019 年度には 3 名の留学生が入学を予定している。 
 本プログラムを広く留学生に広報するために、留学生フェアや、ホームページ(HP)を活用する。

申請する研究科においては積極的に情報発信をしており、 本プログラムに関しても HP を充実させ

 

 

図 5  パンディ准教授のインド工科大との連携（パラナシ

校、インドル校） 

 

図 6 馬教授による日中セミナーの実施 

 

図５�　パンディ准教授のインド工科大との連携（パ
ラナシ校、インドル校）
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る。また G2E2 セミナーコースにインドから教員

を招へいし、本学のアピールを行うことで帰国後

 
(a)モンゴル国立大学、学長以下スタッフの九工大パワエ

レ・センター視察 

 

(b)モンゴル国営放送での放映（大村教授）による PR 

図 7 大村教授のモンゴル国立大学との連携 

 
図 4 海外の大学とのネットワーク 
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いナノ材料及び光電変換デバイスの開発の開
発を通じで、中国科学院と大連理工大学をは
じめとした中国及びアジア各地の大学との連
携に貢献しており、図６に示すように日中セ
ミナーの開催等を通じ、この５年間に博士前
期課程及び博士後期課程の留学生を25名以上
獲得している。加えてマレーシア出身の特任
助教も留学生の情報を提供できる。
　さらに、モンゴル国立大学のパワーエレクトロニクス研究室群（そのうち１名は大村研
究室卒業生）と本学の次世代パワーエレクトロニクス研究センターの連携を核に、パワー
エレクトロニクス分野の優秀な学生の確保できる見込みである。アジアスーパーグリッド
構想はモンゴルで大きく取り上げられており、本学の特長であるパワーエレクトロニクス
やパワーデバイス研究への関心が高くなってきている。これらのルートを用いることで、
メールでの応募では得られない生の情報や、現地で協力関係にある教員はもとより、同分
野の研究者の情報を用いることができ、総合的にスクリーニングができる。また、MSSC
を通じて協定校から優秀な人材の紹介も期待できる。

5.2  私費留学生等を確実に獲得できる体制
　博士後期課程については現状でも毎年10名
程度が入学し、その多くは私費留学生である
ため、すでに留学生を獲得する実績を有して
いる。私費留学生の獲得には経済的な支援が
必要となるため、各種奨学金の獲得を支援し
ている。また、馬教授は、既に複数人の中国
政府の国費学生の獲得実績を有している。国
費留学生を獲得する方針を強化し、本プログ
ラムの魅力をアピールすることにより、国費
留学生の選抜に漏れた学生が自費で入学して
くる可能性も増加する。
　大村教授はモンゴルとの関係を強化してお
り、図７に示すようにモンゴル国営放送に
よるインタビューの放映を通じたPRを行っ
ている。さらにモンゴル工学系高等教育事
業（MJEED）、アジア科学教育経済発展機構

（Asia Seed）を通じて学生を獲得している。
　博士前期課程学生の増加も見込まれてお
り、 2019年度には３名の留学生が入学を予定
している。
　本プログラムを広く留学生に広報するた
めに、留学生フェアや、ホームページ（HP）

に現地学生へ宣伝してもらうことを計画している。 
 

同様に中国出身の馬教授は環境親和性の高いナノ材料及び光電変換デバイスの開発の開発を通じ

で、中国科学院と大連理工大学をはじめとした中国及びアジア各地の大学との連携に貢献しており、

図 6 に示すように日中セミナーの開催等を通じ、この 5 年間に博士前期課程及び博士後期課程の留

学生を 25名以上獲得している。加えてマレーシア出身の特任助教も留学生の情報を提供できる。 

 

さらに、モンゴル国立大学のパワーエレクトロニクス研究室群（そのうち 1 名は大村研究室卒業

生）と本学の次世代パワーエレクトロニクス研究センターの連携を核に、パワーエレクトロニクス

分野の優秀な学生の確保できる見込みである。アジアスーパーグリッド構想はモンゴルで大きく取

り上げられており、本学の特長であるパワーエレクトロニクスやパワーデバイス研究への関心が高

くなってきている。これらのルートを用いることで、メールでの応募では得られない生の情報や、

現地で協力関係にある教員はもとより、同分野

の研究者の情報を用いることができ、総合的に

スクリーニングができる。また、MSSCを通じて

協定校から優秀な人材の紹介も期待できる。 

  

5.2 私費留学生等を確実に獲得できる体制 
 博士後期課程については現状でも毎年 10 名

程度が入学し、その多くは私費留学生であるた

め、すでに留学生を獲得する実績を有してい

る。私費留学生の獲得には経済的な支援が必要

となるため、各種奨学金の獲得を支援してい

る。また、馬教授は、既に複数人の中国政府の
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を活用する。申請する研究科においては積極的に情報発信をしており、 本プログラムに関
してもHPを充実させ海外から意欲の強い学生を確保するようにする。また、プログラム
概要のパンフレットを各国の言語で作成する。

5.3  在学中を通した優秀な留学生の学力・研究力を維持・向上させるための方針・仕組み
　指導体制としては、各学生に対して複数人の指導教員グループを構成しており、随時研
究の進捗を共有している。留学生に対しては副指導教員に外国人教員を加えることとし、
特に来日当初の不安を取り除くことができるよう配慮している。本コースの場合、獲得先
の教員と本学教員の連携が取れている場合が多く、入学後も必要に応じて出身大学教員の
助言を求めることができる。博士前期課程においては標準就業年度の中間で、所属講座で
中間発表を開催することで他の教員を含めて研究の進捗状況を確認している。このよう
に、留学生の研究力を向上させる仕組みが整っている。

6．おわりに
　本稿では、生命体工学研究科生体機能応用工学専攻における英語で修了可能なコース

「Global Green Energy and Electronics Course（G2E2コース）」の取り組みを紹介した。
本コースは、英語で修了可能であることで海外からの学生確保に繋がるだけでなく、留学
生と日本人学生が共修する環境を提供することで、グローバルな場で活躍できる学生の育
成にも注力できる特長がある。インド、中国、モンゴルなど既存の海外の大学との連携
をベースにさらなるネットワークの拡大を進め、留学生を確実に獲得できる体制を整え
て行く。さらに、留学生を含む海外からの受け入れ学生数の増加に注力するだけでなく、
G2E2セミナーやGGIコースを始めとした留学生と日本人学生の協働学習の仕組みを拡充
し、グリーンでクリーンな持続可能社会の実現に向けて、諸外国と連携したグローバル
リーダーとなり得る人材育成を行う。
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（４）教養教育院人文社会系におけるアクティブ・ラーニングの展開

教養教育院　人文社会系　教授　東　野　充　成
教養教育院　人文社会系　准教授　小　江　茂　徳
教養教育院　人文社会系　准教授　大　田　真　彦

１．はじめに
　授業のアクティブ・ラーニング化の推進は、現在、教育界全体の課題となっている。も
ちろん高等教育も例外ではないが、アクティブ・ラーニングが社会的に注目を集めるきっ
かけとしては、2021年から完全実施される次期学習指導要領の存在が大きい。学習指導要
領本体ではアクティブ・ラーニングという言葉は明示されない方向だが、国として、授
業のアクティブ・ラーニング化を進めようとする動きは明確に読み取れる。アクティブ・
ラーニングにかわって用いられている言葉が、「主体的・対話的で深い学び」である（2017
年３月公示新学習指導要領）。この概念については、以下のように説明されている。
　まず「主体的な学び」とは、「学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方
向性と関連づけながら、見通しを持って粘り強く取組み、自らの学習活動を振り返って次
につなげる」こと、「対話的な学び」とは、「子供同士の協働、教員や地域の人との対話、
先哲の考え方を手掛かりに考えること等を通じ、自らの考えを広げ深める」こと、「深い
学び」とは、各教科等で習得した知識や考え方を活用した、「見方・考え方」を働かせて、
学習対象と深く関わり、問題を発見・解決したり、自己の考えを形成したり、思いを元に
構想・想像したりする」ことと説明されている（文部科学省「主体的・対話的で深い学び
の実現」より）。
　こうしたアクティブ・ラーニングの考え方は、高等教育でも広く通用するものである。
実際、本学が設定している「高次のアクティブ・ラーニング科目」の定義においても、上
記の定義と共通する部分が多々見られる。本学の定義では、①専門知識を活用した問題解
決を目的とし、解が一つではない問題に取り組むPBLやモノづくりの創成授業など、②産
業界（民間企業）、官公庁（国・地方公共団体）等、学外者との連携による協働授業がア
クティブ・ラーニングの要素として設定されているが、どちらも、文部科学省が定義する

「深い学び」や「対話的な学び」に通底するものである。
　もちろん、アクティブ・ラーニング自体はあくまでも教育方法のひとつであって、それ
自体が教育の目的でもなければ、唯一無二の正当な教育方法というわけでもない。また、
そこで言われている学びの主体性、対話性、深さなども、たいして目新しいものではな
く、教育学の歴史の中で繰り返し提唱されてきたことの再来に過ぎない。しかしながら、
逆に言うと、現在において再びこうした教育方法が提唱されているのは、学びにおいて主
体性や対話性がきわめて重要な要素であると同時に、それらが十分に深められていないと
の反省があるからでもある。とりわけ、思考力・判断力・表現力などコンピテンシーの枠
組みや内容が国際標準化する中で、こうした概念が再び脚光を浴びることとなったのだろ
う。アクティブ・ラーニングという概念の新規性についての議論はともかく、学生の学び
において主体性や対話性を深める必要があること自体に異論はないものと思われる。
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　そこで、本学全体の流れと並行して、教養教育院でも授業のアクティブ・ラーニング化
を漸進的に進めている最中である。実際、2018年度より、【表１】の科目をアクティブ・
ラーニング科目として開設することができた。【表１】に掲載した科目はあくまでも教養
教育院が独自に設定したものであり、本学全体のアクティブ・ラーニング科目として認定
されるかどうかは別の問題であるが、教養教育院全体でアクティブ・ラーニングの推進に
向けて取組みを進めている。
　人文社会系科目及び教職課程科目は、科目の骨格をなす学問的な性格からして、アク
ティブ・ラーニングを取り入れる素地をそもそも有している。たとえば、法学の根幹は、
法律の条文を覚えることではなく、法律の解釈をめぐる意味の戦いであり、解答のない問
いを延々と考え続けることである。哲学もそうだろう。このように、人文・社会科学を基
盤とする人文社会系科目や教職課程科目は、本学の定義による「解がひとつではない問
題」に取り組む科目である。そこから発展して、表現力や協働で学習を深める姿勢、社会
や世界に対する倫理・責任などの自覚をどう育てるのかはまだまだ発展途上の課題である
が、それに向けてのヒントとなる授業も展開されつつある。そうした授業の中から、本報
告では、経営組織論及びサスティナビリティ論における取組みについて、具体的に紹介す
る。どちらの授業も今後のアクティブ・ラーニングの深化を考え実践する上で大変参考に
なるものであり、全学的に共有できれば幸いである。

【表１】教養教育院が開設するアクティブ・ラーニング科目

教職課程
教職実践演習（高） 外部機関（初等中等教育機関）との協働学習

教職論 外部機関（教育委員会、初等中等教育機関）と
の協働学習

人文社会系

G：異文化間コミュニケーション論 留学生との協働学習

G：サスティナビリティ論 グループ学習の展開、外部人材（企業）との協
働学習

選：経営組織論 外部人材（経営コンサルタント）との協働学習

院：多文化共生特論 グループ学習の展開

（文責　東野）

２．経営組織論におけるアクティブ・ラーニングの取組み
　経営組織論は、企業経営に関して受講生が興味を持つテーマ
について受講生自身が調査を行い、経営に関する理解を深めて
いくことを目的とする演習形式の科目である。この科目の第７
回目に、学外より経営コンサルタントの山縣康浩氏を招聘し、
受講生との協働学習を実施した1。山縣氏は、松下電工株式会社

（現、パナソニック株式会社）や参天製薬株式会社において採
用・研修等の人事関連の業務を担当後（松下電工在籍時に、神
戸大学にてMBA取得）、富士ゼロックス総合教育研究所にて研

1　経営組織論の受講者数の関係から、経営学Ⅱ（金曜日2限）と合同で開講した。

 3 

２ 経営組織論におけるアクティブ・ラーニングの取組み 
  
経営組織論は、企業経営に関して受講生が興味を持つテーマについて受講生自身が調査

を行い、経営に関する理解を深めていくことを目的とするゼミ形式の科目である。この科

目の第７回目に、学外より経営コンサルタントの山縣康浩氏を

招聘し、受講生との協働学習を実施した1。山縣氏は、松下電工

株式会社（現、パナソニック株式会社）や参天製薬株式会社に

おいて採用・研修等の人事関連の業務を担当後（松下電工在籍

時に、神戸大学にて MBA 取得）、富士ゼロックス総合教育研究

所にて研修企画策定・講師・コンサルタントとして活動、現在

は独立して合同会社アブレッシブを設立し、経営コンサルタン

トとして活動している。 
 今回の協働学習は、「企業と社会とを考える」と題して行われ

た。講義目標は、経営者の観点から企業と社会とのつながりに

ついて理解することである。経営という活動は単に「会社を運

営する」という表現で容易に説明できるものではない。事業の目的（戦略）を定め、組織

を作り、人を動かすという、実に困難な活動が求められる活動である（坂下, 2015）。そし

てこの経営とは、経営者独自の経営思想の下で行われるものである。受講生は、経営者の

持つ思想がいかなるものであり、その思想を前提にどのように経営に生かされ、また社会

との関係性を持つべきなのかについて理解することが目標とされた。 
演習の手法として、ケースメソッドが用いられた。ケースメソッドとは、実在する企業

のケースについて多様な視点から討議し、各自の持つ視点・理解を相対化することで特定

の現象に対する深い理解に到達することを目指す教育手法で、企業の研修や MBA の教育課

程などで広く用いられている。今回の演習では、経営者のケースとして、「経営の神様」と

呼ばれ、独自の思想の下で松下電器産業（現、パナソニック）を長年経営した創業者の松

下幸之助のエピソードが用いられた。 
 講義は、次のような流れで進められた。 
①講師による講義の説明 
 まず講師により、受講生は講義全体の

趣旨、目標、流れについて説明を受けた。

受講生にケースメソッドの経験がないた

め、ケースの読み方について説明を受け

た。 
②ケースの読解 
 ここでは、受講生が松下幸之助の幼少

期のエピソードを 5 分程度で読み、松下

幸之助のどのような人物像が読み取れる

か、個人で検討させた。 

                                                   
1 経営組織論の受講者数の関係から、経営学Ⅱ（金曜日 2 限）と合同で開講した。 

山縣康浩氏 

意見を共有する受講生 

山縣康浩氏
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修企画策定・講師・コンサルタントとして活動、現在は独立して合同会社アブレッシブを
設立し、経営コンサルタントとして活動している。
　今回の協働学習は、「企業と社会とを考える」と題して行われた。講義目標は、経営者
の観点から企業と社会とのつながりについて理解することである。経営という活動は単に

「会社を運営する」という表現で容易に説明できるものではない。事業の目的（戦略）を
定め、組織を作り、人を動かすという、実に困難な活動が求められる活動である（坂下, 
2015）。そしてこの経営とは、経営者独自の経営思想の下で行われるものである。受講生
は、経営者の持つ思想がいかなるものであり、その思想を前提にどのように経営に生かさ
れ、また社会との関係性を持つべきなのかについて理解することが目標とされた。
　演習の手法として、ケーススタディが用いられた。ケーススタディとは、答えのない中
で、実在する企業のケースについて多様な視点から討議し、各自の持つ視点・理解を相対
化することで特定の現象に対する深い理解に到達することを目指す教育手法で、企業の研
修やMBAの教育課程などで広く用いられている。今回の協働学習では、経営者のケース
として、「経営の神様」と呼ばれ、独自の思想の下で松下電器産業（現、パナソニック）
を長年経営した創業者の松下幸之助のエピソードが用いられた。
　講義は、次のような流れで進められた。
①講師による講義の説明
　まず講師により、受講生は講義全体
の趣旨、目標、流れについて説明を受
けた。受講生にケーススタディの経験
がないため、ケースの読み方について
説明を受けた。
②ケースの読解
　ここでは、受講生が松下幸之助の幼
少期のエピソードを５分程度で読み、
松下幸之助のどのような人物像が読み
取れるか、個人で検討させた。
③グループ内での意見共有
　１グループ６名程度で計６グループが作られ、グループ内で幸之助の人物像に関する各
自の意見を報告してディスカションを行い、グループ全体で意見をまとめた。
④グループ毎の発表
　講師のファシリテーションの下、グループ毎に幸之助の人物像について発表を行った。
⑤講師による解説
　ここでは、講師によって主に松下幸之助の思想体系について説明がなされた。松下幸之
助は、没後30年近く経つものの、彼を敬慕する経営者やビジネスマンが世界に多く存在す
る著名な経営者である。彼は、独自の世界観・倫理観を持つ人物としても知られ、彼の経
営思想から生み出された取り組みについて説明された。具体的には、彼の思想を示す代表
的なキーワードとして、「素直なこころ」「対立しつつ調和する」「万物生成発展の宇宙観」

「人間は万物の王者」「社会に生かされている」や、経営理念である「実業人の使命」など
が取り上げられ、最後に、受講生は、将来の経営者や管理者としてのキャリアに向けて、

 3 

２ 経営組織論におけるアクティブ・ラーニングの取組み 
  
経営組織論は、企業経営に関して受講生が興味を持つテーマについて受講生自身が調査

を行い、経営に関する理解を深めていくことを目的とするゼミ形式の科目である。この科

目の第７回目に、学外より経営コンサルタントの山縣康浩氏を

招聘し、受講生との協働学習を実施した1。山縣氏は、松下電工

株式会社（現、パナソニック株式会社）や参天製薬株式会社に

おいて採用・研修等の人事関連の業務を担当後（松下電工在籍

時に、神戸大学にて MBA 取得）、富士ゼロックス総合教育研究

所にて研修企画策定・講師・コンサルタントとして活動、現在

は独立して合同会社アブレッシブを設立し、経営コンサルタン

トとして活動している。 
 今回の協働学習は、「企業と社会とを考える」と題して行われ

た。講義目標は、経営者の観点から企業と社会とのつながりに

ついて理解することである。経営という活動は単に「会社を運

営する」という表現で容易に説明できるものではない。事業の目的（戦略）を定め、組織

を作り、人を動かすという、実に困難な活動が求められる活動である（坂下, 2015）。そし

てこの経営とは、経営者独自の経営思想の下で行われるものである。受講生は、経営者の

持つ思想がいかなるものであり、その思想を前提にどのように経営に生かされ、また社会

との関係性を持つべきなのかについて理解することが目標とされた。 
演習の手法として、ケースメソッドが用いられた。ケースメソッドとは、実在する企業

のケースについて多様な視点から討議し、各自の持つ視点・理解を相対化することで特定

の現象に対する深い理解に到達することを目指す教育手法で、企業の研修や MBA の教育課

程などで広く用いられている。今回の演習では、経営者のケースとして、「経営の神様」と

呼ばれ、独自の思想の下で松下電器産業（現、パナソニック）を長年経営した創業者の松

下幸之助のエピソードが用いられた。 
 講義は、次のような流れで進められた。 
①講師による講義の説明 
 まず講師により、受講生は講義全体の

趣旨、目標、流れについて説明を受けた。

受講生にケースメソッドの経験がないた

め、ケースの読み方について説明を受け

た。 
②ケースの読解 
 ここでは、受講生が松下幸之助の幼少

期のエピソードを 5 分程度で読み、松下

幸之助のどのような人物像が読み取れる

か、個人で検討させた。 

                                                   
1 経営組織論の受講者数の関係から、経営学Ⅱ（金曜日 2 限）と合同で開講した。 

山縣康浩氏 

意見を共有する受講生 意見を共有する受講生
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独自の観点を培うことの重要性が説かれた。
　また講義中には、長く人事の活動をしていた経験から、本講義を採用活動として想定し
た上でのアドバイスも適宜行われた。例えば、人事担当者の印象に残りやすい発表の方法
や順番等の考え方や、グループワークでのファシリテーションの方法、意見のまとめ方な
どである。

 4 

③グループ内での意見共有 
 １グループ 6 名程度で計 6 グループが作られ、グループ内で幸之助の人物像に関する各
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 ここでは、講師によって主に松下幸之助の思想体系について説明がなされた。松下幸之

助は、没後 30 年近く経つものの、彼を敬慕する経営者やビジネスマンが世界に多く存在す

る著名な経営者である。彼は、独自の世界観・倫理観を持つ人物としても知られ、彼の経

営思想から生み出された取り組みについて説明された。具体的には、彼の思想を示す代表

的なキーワードとして、「素直なこころ」「対立しつつ調和する」「万物生成発展の宇宙観」

「人間は万物の王者」「社会に生かされている」や、経営理念である「実業人の使命」など

が取り上げられ、最後に、受講生は、将来の経営者や管理者としてのキャリアに向けて、

独自の観点を培うことの重要性が説かれた。 
また講義中には、長く人事の活動をしていた経験から、本講義を採用活動として想定し

た上でのアドバイスも適宜行われた。例えば、人事担当者の印象に残りやすい発表の方法

や順番等の考え方や、グループワークでのファシリテーションの方法、意見のまとめ方な

どである。 

 
 受講生からは、受講後のアンケートから、次のような感想が寄せられた。 
 

• 今回の講義で幅広く物事を考えることが大切だと思いました。以前は専門知識を多く得る

ことが成功につながると思っていましたが、色々な世界で成功している人は専門知識より

も他の分野や一見関係ないように思えることに関する知識が豊富であり、その知識によっ

て自分の考えが形成されていくのだと、松下幸之助の思想から感じました。 

• 本当に社会に貢献するには、社会を知り、人間を知るべきだと感じました。だから、社会

で役に立つ人間になるために専門分野以外のことをもっと学んでいきたいです。 

• 松下幸之助のように自分の意見をしっかり持って、それを主張することができるという能

発表する受講生 解説する山縣氏 
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　受講生からは、受講後のアンケートから、次のような感想が寄せられた。

• 　 今回の講義で幅広く物事を考えることが大切だと思いました。以前は専門知識を多
く得ることが成功につながると思っていましたが、色々な世界で成功している人は
専門知識よりも他の分野や一見関係ないように思えることに関する知識が豊富であ
り、その知識によって自分の考えが形成されていくのだと、松下幸之助の思想から
感じました。

• 　 本当に社会に貢献するには、社会を知り、人間を知るべきだと感じました。だか
ら、社会で役に立つ人間になるために専門分野以外のことをもっと学んでいきたい
です。

• 　 松下幸之助のように自分の意見をしっかり持って、それを主張することができると
いう能力は、私には足りてないものだと感じた。

• 　 松下幸之助の話のように自分が持っている信念、思いを貫き、他人にも伝えていく
ことが発表の場面においても重要になるのだと学んだ。

• 　 松下幸之助は、人間の幸せは何か、宇宙の本質は何か、自然の摂理は何か、そこま
で考えることができるからこそ、経営の神様と呼ばれるのだろうと思った。

• 　 今回の講義は、自分の性格を見直す良い機会になりました。グループに知っている
人がいない中でいかにして意見をまとめるか、また意見を出すことがとても大切だ
とわかりました。

• 　 学んだことは、他者と意見を交換し議論することで自分の意見の間違いや新しい考
えに気づくこと、自分の意見を正確に伝えることの難しさ、時間内に正確に課題を
解くことの難しさである。

• 　 グループワークの際には、自ら積極的に発言したり、一番最初に発表したり、この
ような姿勢が人事の方から評価されると聞いたので、これからの学科でのPBL活動
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やグループ活動を行う際には意識して主体的に取り組んでいきたい。
• 　 グループで話を進めていく上で、全員が参加することはとても難しいことに気づか

されました。同時に、最初に意見を言うことが勇気の要ることだと実感しました。
• 　 １つの事例からでも様々な角度から考察していくことで異なった考え方が生まれる

ことが実感できたが、それ以上に、その自分の考え方はどのような角度から見るこ
とで生まれてきたのか、またなぜその考えに至ったのかそれを論理的に説明するこ
との難しさを痛感した。

• 　 ディスカッションにおいて、人の意見をよく聞いて、自分の意見と何が違って、自
分の意見との共通点は何なのか、また自分や人の意見の良い点、悪い点はどこなの
かなどを意識してより良い意見を作り上げていけるようにしたい。

　これらの意見を踏まえると、今回の協働学習の意義は、知識の習得のみならず、受講生
それぞれが自身の様々な課題に気づいたことであるといえよう。例えば、受講生は将来の
キャリアに向けた課題や目標を見出すことができた。今回の講義において、経営には経営
者独自の観点が求められることを学んだ。受講生は、多くはエンジニアとして就職すると
はいえ、将来的には経営者や管理職等、組織を管理する立場に就くことが予想される。経
営や管理の場で求められる観点や知識は、エンジニアの専門知識とは大きく異なるもので
あり、早い段階で自分なりの観点を身につける必要性に気づいたことは極めて重要であろ
う。
　他には、受講生が自身のコミュニケーション能力に関する課題を見出せた点も挙げられ
る。馴染みのない学生とともにグループワークをする中で、受講生は、自分の意見を伝え
ることや他者の意見の傾聴、ファシリテーションや意見の集約等に関する難しさについて
実感した。さらには、講師のこれまでの長い採用活動の経験から、関東や関西の他大学の
学生との講義に取り組む姿勢の違いや課題について指摘を受けたことで、全国的に見た自
身の能力水準について自覚することもできた。こうした点は就職活動を控える彼らにとっ
ても非常に重要な機会となったはずである。
　一度の講義で受講生が劇的に変わるわけではないものの、こうした彼らの気づきは、今
後、彼らが課題を意識した行動をとることのきっかけや更なる学習への動機付けにつなが
ることが期待できるといえよう。

（文責　小江）

3．サスティナビリティ論におけるアクティブ・ラーニングの取組み
　サスティナビリティ論を、現在の形で、学部１、２年生向けのグローバル教養科目とし
て、全８回の構成で実施し始めたのは、2017年度からである。工学部・情報工学部双方
で、複数回実施している。
　シラバスの概要には、「本授業では、『持続可能な開発のための教育（ESD）』の一環と
して、アブラヤシという作物を具体的な題材とし、アジア途上国・新興国の開発・環境・
人間生活のあり方、そしてこれらの点と我々の生活とのグローバルな関係性について、多
角的に学んでいく」と記載している。政治学、経済学、歴史学といったディシプリンにお
ける知識や理論の一部を教授するよりも、授業全体を通して、持続可能な社会のあり方を
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考えるという形にしている。また、水、森、エネルギーなど、個々の題材を１回ずつ取り
扱うのではなく、アブラヤシという一つの題材を中心に、全体を通して、ESDの実践とな
り得るように設計している。50名から70名といった大人数授業となる場合が多いが、可能
な限り、アクティブ・ラーニングの手法を取り入れて実施している。
　全８回の授業構成は、基本的に、以下のとおりである。

1．持続可能な開発の考え方とテーマとしてのアブラヤシ
2．大規模開発が行われる場
3．アブラヤシ開発の社会的影響
4．アブラヤシ開発の環境的影響
5．パーム油の輸入と消費をめぐる背景
6．小括とグループリサーチプロジェクトへの導入
7．グループリサーチプロジェクト作業
8．最終プレゼンテーション

　アブラヤシ（Elaeis Guineensis）とは、アフリカ原産のヤシの一種であり、植物性油脂
パーム油の原料となる。パーム油は、カップ麺、菓子などの食料品や、洗剤などの非食用
品まで、非常に多岐にわたる商品に使用されており、日常生活に浸透している。他方、ア
ブラヤシは、東南アジア、特にインドネシアとマレーシアの熱帯雨林帯で、大規模プラン
テーションで栽培されるため、現地では、土地権の問題や生物多様性の減少など、様々な
問題が発生している。アブラヤシおよびパーム油は、我々の日常生活と発展途上国での開
発と環境という、グローバルな連関を意識し、考えるための題材として適している。
　初回授業で、授業の全体像や進め方について解説する。ESDの概念やアクティブ・ラー
ニングの手法に関して受講者に説明を行う。また、この回に、NPO法人アジア太平洋資
料センター作成のDVD、『パームオイル: 近くて遠い油のはなし』を用いて、問題の概要
や、現場の風景などを見せる。第２回で、アブラヤシ生産の主要な場である東南アジアの
熱帯雨林帯の開発の歴史を、第３回で、アブラヤシ農園開発の人々の生活や土地権への影
響を、第４回で、アブラヤシ農園開発の熱帯雨林生態系への影響を、第５回で、パーム油
が必要とされるグローバル、ナショナル、およびリージョナルな政治経済的背景を取り上
げる。第６回以降は、グループごとに、アブラヤシ開発を持続可能にするための方策につ
いてリサーチを行い、最終授業で、グループごとにプレゼンテーションを行う。
　ESDとは、「環境、貧困、人権、平和、開発などの現代社会の諸課題を自らの問題とし
て捉え、身近なところから取り組む（think globally, act locally）ことにより、課題の解
決につながる新たな価値観や行動を生み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を
創造していくことを目指す学習や活動」とされている（日本ユネスコ国内委員会 2017）。
能動的学習、価値観や規範、関係性、つながり、態度などの点を重視し、持続可能な社会
の担い手を育てるための教育実践であり、それゆえ、学習者が授業全体を通して、どのよ
うな方法で、どのような要素を向上させることができるかが重要となる。
　本授業では、UNESCO（2017）の、SDGs（持続可能な開発目標）における学習目標を
参考にし、ルーブリックを【表２】のように設定した。第１回授業時と第８回授業終了 
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時に実施してもらっている。認知的側面とは、持続可能な開発とその実現のための課題を
理解するための知識と思考能力である。社会情動的側面とは、持続可能な開発を促進する
ために協力し、交渉し、そしてコミュニケーションを行うというソーシャルスキル、およ
び、自己省察力、価値観、態度、そして動機である。行動的側面とは、行動特性を示す。
知識の教授は、認知的側面となるが、これは全体目標の３分の１程度であり、持続可能な
社会を志向する価値観や行動も非常に重要であることを、授業では強調している。

【表２】受講者の自己アセスメント用のルーブリック

　本授業のアクティブ・ラーニングの要素は複数ある。まず、第２回授業以降、４名～５
名を基本として班わけを行い、その班をベースに、毎回、グループディスカッションの時
間を設けている。講師が基礎的な説明を行い、それを元に、テーマを与え、ディスカッ
ションを行ってもらう。その後、何班かに発表してもらう。テーマは、唯一の正解がある
ものではなく、様々な答えがありうるものに設定している。授業内では、グループワーク
とは、様々な意見を持つ個人が集まり、自分の考えていなかった意見に出会い、「気づき」
を得るとともに、協働プロセスの中で、新たな発想／価値観を生み出す場であることを強
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調している。他方、大人数講義であるので、きめ細かいディスカッション指導という観点
からは限界がある。
　以下は、第２回授業で最初のグループディスカッションを経験して、それについて自己
分析してもらった際の記述例である。

• 　 初対面の班員との話し合いが進むように気をつけた。最初に誰も発言せずに時間を
浪費する、と言う事態もあり得たので、とにかく先ず自分から話出した。その甲斐
あってか話し合いの途中で時間切れになることはなかった。

• 　 自分は書記役を担ったが、書く際に発言者が何を言いたいのかは概ね理解できるも
のの文章にして表すとするとどのように表すのがベストなのか少し悩んでしまっ
た。他者の意見をまとめる難しさが分かった。

• 　 自分たちの意見をまとめる際に、実は相手の話を理解できておらず、自分が解釈し
た意味とは異なることを言っていたということもあった。相手の話を聞く際に、よ
くわからなかったには推測をして話を進めるのではなく、聞き返したり確認したり
することが重要だと思った。

• 　 私が気づいたのは、人それぞれで物事に対する価値観や感覚が違うために同じこと
を見聞きしても捉え方は人それぞれであるということだ。故に班員の意見はとても
新鮮で、「そういう考え方もあるのか」と自分の考えと比較してより深く講義内容
を理解できたと思う。

• 　 他の班の発表を聞くと、自分が思い至らなかった考え方があった。自分がどんな目
線で考えているかを意識し、よりマクロに、もしくはミクロに考えることはできな
いか、を意識していきたい。

• 　 次回はもっと情報を収集しておくことと、日頃からニュースをチェックし、視野を
広げることができるように努力していきたいと思いました。また、少しでもスムー
ズに話し合いを進められるようにするためにも、どのように話を切り出すかや、話
の振り方、聞き方にも注意を払うように気を付けたいです。

　次に、第１回から第５回授業まで、授業内容を通して学んだこと・理解したことを、小
論述課題として、Moodleを通して提出してもらっている。論述というアウトプット活動
を行うことで、自分なりの理解を深めるためである。
　最後に、第６回授業以降、グループリサーチプロジェクトを設定している。テーマは、

「アブラヤシ開発を持続可能にするための方策を提案する」としている。アブラヤシ・
パーム油に関わる問題は、生物多様性消失やその他の環境・健康への悪影響、土地紛争や
生業の変化、大量消費社会のあり方など多岐にわたり、また、各要素が複雑に関連してい
る。その中で、特定の側面に着目し、現状を改善するための方策を、可能な範囲で考える
ものである。現在までの授業で提案された方策には、RSPO（パーム油のための認証制度）
をさらに普及させるためのメディア（You Tubeなど）を通じたアピール、関税などの何
らかの貿易措置によるアブラヤシ農園の無秩序な拡大の抑制、プランテーションでの労働
環境や周辺村落の教育機会の改善のための国際的な働きかけ、藻類など新たなバイオ燃料
の開発の支援（クラウドファンディングなど）などが見られる。
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グループワークの様子 

 
最終プレゼンテーションの様子 
 
最終レポートの一部として、「第 1 回授業時と比較して、現在の自分のアブラヤシやグロ

ーバルな課題に関する感じ方・見方がどのように変化したか、自己分析して論述下さい」、

そして、「第 1 回授業時と第 8 回授業時のルーブリックを比較して、自分のどの点が、何を

きっかけに、どのように伸びたか/変化したか、自己分析して論述して下さい」という課題

を設定している。以下は、これらからの記述の抜粋である。ESD の様々な要素に関し自己

分析が行われているとともに、アクティブ・ラーニングの授業形態が肯定的に影響してい

ることが示唆される。 
 
• この授業を受けて、パーム油として私たちの生活にも知らないうちにかかわっていて、

それは生産国での不当な労働や周辺住民への被害、森林の生態系の破壊といった悪影

響を及ぼしている可能性もあるということがわかった。このように消費者側にその製

品がどのように作られているのかを知らされていない場合があっても、消費者もそれ

ほど関心をもっていないために生産者側にとって良くない商品も普及してしまう。ほ

んの数か月前までは全く知らず気にもしていなかったが、これからは消費者として、

ただ低価格な商品を選択するのではなく、自分の選択が生産している地域への負担と

つながっていることを意識していかなければならないと考えた。 

• 全 8 回のグループ学習を通じて、私は、アブラヤシプランテーションの問題を解決す
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• この授業を受けて、パーム油として私たちの生活にも知らないうちにかかわっていて、
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ほど関心をもっていないために生産者側にとって良くない商品も普及してしまう。ほ

んの数か月前までは全く知らず気にもしていなかったが、これからは消費者として、

ただ低価格な商品を選択するのではなく、自分の選択が生産している地域への負担と
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• 全 8 回のグループ学習を通じて、私は、アブラヤシプランテーションの問題を解決す
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　最終レポートの一部として、「第１回授業時と比較して、現在の自分のアブラヤシやグ
ローバルな課題に関する感じ方・見方がどのように変化したか、自己分析して論述下さ
い」、そして、「第１回授業時と第８回授業時のルーブリックを比較して、自分のどの点
が、何をきっかけに、どのように伸びたか/変化したか、自己分析して論述して下さい」
という課題を設定している。以下は、これらからの記述の抜粋である。ESDの様々な要素
に関し自己分析が行われているとともに、アクティブ・ラーニングの授業形態が肯定的に
影響していることが示唆される。

• 　 この授業を受けて、パーム油として私たちの生活にも知らないうちにかかわってい
て、それは生産国での不当な労働や周辺住民への被害、森林の生態系の破壊といっ
た悪影響を及ぼしている可能性もあるということがわかった。このように消費者側
にその製品がどのように作られているのかを知らされていない場合があっても、消
費者もそれほど関心をもっていないために生産者側にとって良くない商品も普及し
てしまう。ほんの数か月前までは全く知らず気にもしていなかったが、これからは
消費者として、ただ低価格な商品を選択するのではなく、自分の選択が生産してい
る地域への負担とつながっていることを意識していかなければならないと考えた。

• 　 全８回のグループ学習を通じて、私は、アブラヤシプランテーションの問題を解決
するには問題の一点のみに焦点を当てるのではなく、問題の要素ごとに兼ね合いを
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とって解決策を考える必要があると感じた。これは、概ね全てのグローバルな課題
について当てはまることであり、この授業を受ける以前にはおそらく出来なかった
考え方、物の捉え方が私に身についたのではないかと思う。

• 　 グループワークを通して課題や解決策を話し合う際にはそれぞれ違った意見を持っ
ていて、他の人が言いたいことを正しく理解したり、自分が伝えたい通りに伝えた
りすることがどれほど難しいことであるのかがわかった。だが話していくうちに、
同じような意見を持っていることや、違っていてもどういうことを言いたいのかが
伝わるようになっていった。初対面であっても、お互いに理解しあいながら考えを
共有できるよう自分の意見を積極的に伝えようとする姿勢が大事だと学んだ。

• 　 今までを振り返ると、これらの言葉や単語をきいたことがある、ということを、知
識がある、ととらえている節もあった。今、講義をすべて受け終わったあとでも、
自分は未だに無知であることを痛感している。というのは、グループワークやレ
ポートの編集を通して、調べれば調べるほどあいまいな部分が浮き彫りになってい
くからである。ただこれらの問題の解決を図る第一線にいる人でも、このジレンマ
は、ある程度抱えていると思う。言い換えれば、これらの問題の解決に貢献できる
のは、かなりの知識と知見を持ち合わせた人のみでなく、自分のような無知な人間
もその一助となり得るということが言える。より多くの人々による問題の共有と解
決の意識を持つことが、国際社会の安寧に、一歩近づくのだと私は考えるように
なった。

• 　 私はサスティナビリティという言葉が、持続可能性という意味であることは辞書を
引いて知っていたが、現代社会の問題や持続可能性の重要度に関してぼやけたイ
メージしか持っていなかった。授業を重ねて、自分の考えを班員に伝えたり、班で
ディスカッションを行っていくうちに、持続可能な社会のビジョンが少しずつ明確
になっていくのを感じた。誰もが不自由なく幸福に生きる社会とは何か、それを持
続するために必要なことは何なのか。私はそれを、答えをみんなで話し合って折り
合うところを決めることだと理解した。誰かの幸福は誰かの不幸になってしまうこ
ともある。ならばみんなが納得できる共通の答えを見つけるしかない。そのために
自分で考えて、議論して、答えを探し続けることそのものが、持続可能な社会を実
現するための具体的な行動であり、この講義はそれを伝えるためのものであると私
は理解している。

　さて、以上の取り組みは、「認知プロセスの外化」（溝上 2014）としてのアクティブ・
ラーニングの一環とは言えると思われるが、本学の定義における「高次のアクティブ・
ラーニング」には当てはまらない。受講者は、あくまで「一市民」として、問題解決にな
り得る方策を考えるのであり、工学系の学生としての専門知識を活用はしていないからで
ある。
　そこで、2018年度第４クオーターの授業で、「産業界、官公庁等、学外者との連携によ
る協働授業」を予定している（本稿の脱稿以降の実施予定）。消毒剤や洗浄剤、医薬品、
食品を製造する化学・日用品メーカーであるサラヤ株式会社から、講師を招聘し、第６回
授業時に、サラヤの持続可能なパーム油調達とサプライチェーン管理、およびその他のサ
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スティナビリティに関する取り組みについて、講演を頂く。これに先立ち、基礎知識とし
て、昨今、SDGs（持続可能な開発目標）の文脈で、企業のサスティナビリティに向けた
取り組みの重要性が、これまでになく高まっていることを第５回授業で解説しておく。ま
た、その後のグループリサーチプロジェクトに活かすつもりで、事前に質問を考えておく
ように指示する。
　サラヤは、日本における持続可能なパーム油の調達に関する草分け的存在であり、ま
た、パーム油以外にも、様々な取り組みを行っている（サラヤ 2018）。実際に活動を行
なっている民間企業の担当者の話を直接聴き、質問をできる機会は、受講者にとって貴重
であり、授業担当者だけでは提供できない学習機会となると思われる。

（文責　大田）
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45

（１）東北大学言語・文化教育センター視察報告

教養教育院　准教授　前　田　雅　子
教養教育院　准教授　大　野　瀬津子

1．東北大学言語・文化教育センター視察の目的と背景

（1）視察の目的
　教養教育院英語科では、現在１、２年生の一部のクラスで英語教育の一環として多読を
取り入れており、今後、多読を全学的に推進する方向で計画を進めていく予定である。そ
のために、多読・多聴を積極的に取り入れている東北大学高度教養教育・学生支援機構　
言語・文化教育センタ－（以下、言語・文化教育センター）を視察し、英語教育の手法や
課題などを学ぶことが今回の目的である。９月28日、東北大学の教育・学生総合支援セン
ター３階の小会議室にて、言語・文化教育センターの先生方４名にお話を伺った。

（2）多読の概要
　英語教育における多読とは、学生がgraded readers （level １～ level ６）の中から自分
の読解レベルに合う本を選び、それをなるべく多く読むという英語教育の手法の一つであ
る。多読を継続的に実施することで、学生の読解能力が向上するといわれている。本学に
おいても、１、２年生の一部のクラスでは、週に一冊、自分の興味のあるトピックの多読
本を読むという課題を課し、その内容の要約を授業でスピーキングまたはライティングで
伝えるという活動を行っている。多読課題を半年または１年継続的に行ってきた学生の多
くは、英語の読解能力・語彙力が上がったという実感を得ている。

2．東北大学言語・文化教育センターにおける英語教育

（1）概要
　東北大学における英語教育は、英語教科部会という組織が運営しており、言語・文化教
育センターはそれを構成する一組織である。英語の必修科目として、リーディング能力や
スピーキング能力を重点的に向上させる科目や、リーディング、スピーキング、リスニン
グ、ライティングの４技能をバランス良く向上させる科目等が開講されている。その他、
言語・文化教育センターでは、１、２年生を対象としたライティングとプレゼンテーショ
ン強化の集中講義を行っている。言語・文化教育センターとは別の組織も英語教育を支援
している。たとえば工学教育院では、TOEFL対策の予備校講師を招聘し、１年次の夏に
TOEFL スコアアップのための集中講義を開講している。さらに、留学生の受け入れ、海
外派遣プログラムの開発・実施等を担うGlobal Learning CenterでもTOEFL ITPスコア
を伸ばすための講義を行っている。
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（2）入学時の学生の学力
　東北大学では、１年次４月と１年次12月の２回、TOEFL ITPの一斉テストを実施して
いる。入学時時点では、スピーキング、ライティングを苦手とする学生が多い。特に、ス
ピーキングに関しては、平坦なイントネーションで話す傾向にあるという問題がある。

（3）求められている英語教育
　特に理工学系の部局から、アカデミック・ライティングのスキルを伸ばす教育が求めら
れている。また、留学プログラムとそれに伴う奨学金も多く用意されており、多くの学生
が留学の機会を得ることが推奨されている。

（4）カリキュラム
　英語の必修単位数は６単位である。全学
生が、１年次前期は英語A １とB １、１年
次後期は英語A ２とB ２を受講する。さら
に、２年次前期で英語C １を、２年次後期
で英語C ２を受講する。英語A １、A ２
はリーディング中心の科目であるが、ライ
ティング課題も取り入れる取り組みを進め
ている。英語B1, B ２/C1, C ２はコミュニ
ケーション中心の科目であり、英語の４技能（speaking, writing, listening, reading）を
バランスよく伸ばすことを目標とする。
　

（5）多読・多聴の取り組み
　東北大学図書館には膨大な数の多読図書がある。また、多読図書の横に英語の原著が置
かれており、学生はより幅広いレベルの中で英語の多読本を選択できるようになってい
る。言語・文化教育センターの一部の授業では、教員が指定したレベルの本の中から、毎
週１冊本を読むことを課題とし、その内容をライティング課題として提出させる、または
授業中に口頭で要約させるという英語教育が行われている。
　また、多聴に関しては、１年次の前期または後期にCALL教室での授業が義務付けられ
ており、学生がリスニング・スピーキングする機会を確保することを重視している。さら
に、一部の授業では、独自のオンライン教材をもとに、毎週３時間のリスニング課題を課
している。

（6）上級者クラス
　東北大学では習熟度別は取り入れていない。ただし、英語能力の高い学生に対して上級
者クラスを開講している。例えば、Practical English Skills （PES）という科目が２年次
上級者向けに開講されており、presentationの技能などをより高める授業などが行われて
いる。
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（7）教材・評価の統一
　言語・文化教育センターでは、大学における教授内容の統一の取り組みの一環として、
平成30年度からPathways to Academic Englishという英語学習の要点をまとめた冊子を
新入生全員に配布している（言語・文化教育センターのwebsiteにもPDF版が用意されて
いる）。これは、言語・文化教育センターの教員が分担執筆した冊子であり、発音・リス
ニング、ディスカッション、プレゼンテーション、ライティング、リーディングなどの
様々な英語技能の習得のコツや、各種英語試験の特徴、海外留学の意義などの内容を含ん
でいる。Pathways to Academic Englishは、授業における統一の副教材として用いられ
ている。また、主教材のテキストは、CEFR B ２レベルのテキストの中から各教員の裁量
で決定されている。
　東北大学では、現在のところ評価基準の統一は行われていない。しかし、一部の学生か
ら評価を統一してほしいという声が上がっているため、今後評価の統一に向けて教育改革
を推進していく予定である。また、各授業の評点の割合は学内限定で公開されている。

（8）外部検定試験の位置づけ
　東北大学では10年ほど前に一斉テストをTOEIC IPテストからTOEFL ITPテストへ切
り替えた。その理由として、企業の人事部からはTOEICの点数が実際の英語力を反映し
ているとは考えられないという意見が多く聞かれること、アカデミック・イングリッシュ
の内容により近いのはTOEFLテストであることが挙げられる。また、TOEIC テストに
関しては、１、２年次に英語力の基礎を固めた上で、就職時期に学生が各自で勉強し、
TOEIC 750点前後を取得しているという現状も理由として挙げられる。
　TOEFL ITPテストは学生の英語力を図る指標として用いられているが、言語・文化教
育センターにおける英語教育内容にTOEFLテスト対策は取り入れられていない。ただし、
１年次の12月に受験したTOEFL ITPのテストの点数が、１年次後期の英語B ２の成績評
価のうち、30％に換算される。

（9）学習支援センター （Center for Learning Support）の活用
　言語・文化教育センターが直接関与しているわけではないが、学習支援センターでは、
院生や留学生がStudent Learning Advisorとしてレポートの書き方や英会話を指導してい
る。特に、留学生は英会話・日本語会話パートナーを求めて自発的に学習支援センターに
集まっており、東北大学の学部生の利用率も高い。

（10）その他の英語教育に関する活動
　言語・教育センターでは、不定期に非常勤講師への英語教育FDを行っている。その中
で、教授内容・レベルの統一の推進（CEFR B2レベル、Pathways to Academic English
の活用等）、学生の現状の英語力の紹介などを行っている。
　また、各種留学プログラムの情報はGlobal Learning Centerに集約されており、同セン
ターから各学部、教員、学生への周知も行われている。本学においては、このような情報
の一元化は今後の課題である。
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3．まとめ

　上記のように、東北大学　言語・文化教育センターにおける多読・多聴を含む英語教育
の方法と課題を中心に視察した。今回の視察により、多読・多聴の学習効果を確認できた
ため、今後本学でもさらに推進していくことを検討したい。また、学生の英語学習の動機
づけに関して、学習支援センターが提供しているStudent Learning Advisorの取り組みや
習熟度別カリキュラムの問題点などの情報も得ることができた。また、東北大学では留学
プログラムの情報がGlobal Learning Centerに一元化されているため、教員も学生も留学
プログラムの情報を得やすいシステムになっている。本学でも情報の一元化を進めること
が学生にとって有益であると考えられる。



3．資料集
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